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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第32期の株価収益率については平成16年5月20日付の1:1.5の株式分割による権利落後の株価で算出してお

ります。 

４ 第33期は平成16年5月20日付で1株を1.5株に分割しております。 

５ 第33期において、一冨士フードサービス株式会社他4社を新たに連結範囲に含めております。 

６ 第34期において、アイビス株式会社他1社を新たに連結範囲に含めております。 

７  第34期は、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第3号）及び「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第7号）の適用により未認識年金資産を認識

するようになっため経常利益、当期純利益及び1株当たり当期純利益が増加しております。  

８ 純資産額の算定にあたり、第35期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 126,602 138,990 155,564 179,723 185,390

経常利益 (百万円) 7,499 11,440 13,598 15,966 13,392

当期純利益 (百万円) 3,709 7,809 7,473 9,700 6,565

純資産額 (百万円) 34,455 41,352 47,030 54,807 58,872

総資産額 (百万円) 54,522 63,229 71,976 82,743 87,582

１株当たり純資産額 (円) 720.49 864.91 656.18 764.85 822.27

１株当たり当期純利益 (円) 76.73 162.56 103.73 134.85 91.69

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.2 65.4 65.3 66.2 67.2

自己資本利益率 (％) 11.2 20.6 16.9 19.1 11.5

株価収益率 (倍) 25.4 11.6 16.8 12.6 16.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,063 8,429 7,061 8,353 8,518

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,016 1,080 △9,552 △ 7,482 △ 5,373

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △954 △1,351 △2,047 △ 3,657 △ 2,342

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 21,219 29,378 24,840 22,053 22,856

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
6,418

(15,363)
6,517

(17,923)
8,057

(22,664)
8,336

(25,427)
8,637

(26,352)



(2) 提出会社の経営指標等 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第32期の株価収益率については平成16年5月20日付の1:1.5の株式分割による権利落後の株価で算出してお

ります。 

４ 第33期は平成16年5月20日付の1株を1.5株に分割しております。 

５  第34期は、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第3号）及び「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第7号）の適用により未認識年金資産を認識

するようになっため経常利益、当期純利益及び1株当たり当期純利益が増加しております。  

６ 純資産額の算定にあたり、第35期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 125,591 137,024 146,551 156,319 156,555

経常利益 (百万円) 7,479 11,495 13,437 15,933 13,257

当期純利益 (百万円) 3,689 7,874 7,434 9,353 7,518

資本金 (百万円) 3,971 3,971 3,971 3,971 3,971

発行済株式総数 (千株) 47,760 47,760 71,640 71,640 71,640

純資産額 (百万円) 33,194 40,156 45,792 54,690 59,713

総資産額 (百万円) 53,228 62,011 67,541 78,732 83,987

１株当たり純資産額 (円) 694.09 839.85 638.89 763.22 834.01

１株当たり配当額

(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
20.00

(―)

20.00

(―)

25.00

(10.00)

30.00

(12.50)

40.00

(15.00)

１株当たり当期純利益 (円) 76.32 163.92 103.18 130.00 105.01

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.4 64.8 67.8 69.5 71.1

自己資本利益率 (％) 11.6 21.5 17.3 18.6 13.1

株価収益率 (倍) 25.6 11.5 16.9 13.0 14.7

配当性向 (％) 26.2 12.2 24.2 23.1 38.1

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
6,240

(15,250)
6,301

(17,638)
6,341

(19,630)
6,589

(21,903)
6,805

(22,156)



２ 【沿革】 

当社は、株式額面金額500円から50円に変更する目的で、平成11年４月１日を合併期日として形式上の

存続会社である日清医療食品株式会社(昭和49年５月30日雄和企画株式会社として設立し、平成11年１月

18日に日清医療食品株式会社に商号を変更。)に吸収合併されました。合併後は実質上の存続会社(被合併

会社)の営業活動を全面的に承継しております。 

このため、以下の記載事項において平成11年３月31日以前に関しましては、別に記載のない限り実質上

の存続会社である日清医療食品株式会社について記載しております。 
年  月 概    要

昭和47年９月 病院患者向け医療用食品の販売を目的とし、日清医療食品株式会社(本店 京都府綴喜郡井手町)を設立 

北海道・宮城県・埼玉県・愛知県・京都府・岡山県・佐賀県・沖縄県の各地に事務所(現・支店)を開設

昭和58年７月 事業部制採用により、各事務所を各地区事業部(北海道・東北・関東・名古屋・近畿・中四国・九州・沖縄)に改称

11月 流動食の販売を開始

昭和59年７月 関東地区事業部を東京支店へ改称

昭和60年９月 中四国地区事業部を岡山県から広島市南区に移転 

近畿地区事業部を近畿支店へ改称し、京都市中京区へ移転

昭和61年３月 食材の一括購入(セントラルバイイング)に本格的に取組み開始 

病院給食受託業務を開始

    ９月 北海道地区事業部を札幌市北区に移転

12月 大阪市福島区に子会社日本食材株式会社を設立

昭和62年７月 名古屋地区事業部、九州地区事業部を名古屋支店および九州支店へ改称

昭和63年７月 北海道、東北、中国、沖縄の各事業部を支店へ改称

平成２年２月 旧東京支店(埼玉県越谷市)を北関東支店に呼称変更し、新たに現東京支店(東京都港区)を開設

平成３年10月 名古屋支店を名古屋市中区に移転

平成４年７月 名古屋支店を分離し、中部支店(長野県塩尻市)を開設

10月 中部支店を松本市に移転

平成５年４月 九州支店を福岡市博多区に移転

          ６月 「医療関連サービスマーク制度」（患者給食業務）がスタートし、認定（１号）を受ける。

11月 病院食事サービスの研究機関として、川崎研究所(神奈川県川崎市中原区)を設置

平成７年６月 旧九州支店(現・福岡支店)を分離し、南九州支店(熊本市)を開設

平成８年11月 医療用食品に代え、指定食品及び一般食材の販売を開始

平成11年４月 形式上の存続会社、日清医療食品株式会社(東京都中央区所在)と合併

７月 本店を東京都千代田区に移転

平成12年11月 本社、東京支店、近畿支店、福岡支店等でISO9001認証取得

平成13年２月 医療施設及び介護福祉施設への食事サービス提供の差別化を図るため、ヘルスケアフードサービスセンター岩槻(埼玉県

さいたま市)を開設

 ４月 川崎研究所を新技術開発センターに改称

 ５月 ＩＨ加熱カート及び専用食器の実用化検証を開始

 10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

 11月 愛媛県伊予郡砥部町にある株式会社有森(現・連結子会社)の全発行済株式を取得

 12月 全支店等でISO9001認証取得

平成14年４月 中国支店を分離し、四国支店(香川県高松市)を開設 

新技術開発センターを衛生管理室に改称 

ＩＨ加熱カート及び専用食器を医療施設・介護福祉施設へ本格的導入開始

 ９月 中部支店を長野市に移転

平成15年２月 ISO9001：2000－HACCP認証取得

    ４月 伯養メディカルサービス株式会社（東北メディカルサービス株式会社に改称）を100％子会社とする。

    10月 東京支店及び北関東支店を分離し、新たに東関東支店（千葉県千葉市）及び横浜支店（神奈川県横浜市）を開設

平成16年11月 一冨士フードサービス株式会社(現・連結子会社）を100％子会社とする。

 12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 株式会社日本医療総合研究所(現・連結子会社）を100％子会社とする。

    ４月 日本食材株式会社を吸収合併

    ６月 オリエンタルフーズ株式会社(現・連結子会社）を100％子会社とする。

平成18年１月 アイビス株式会社(現・連結子会社）を100％子会社とする。

本店を東京都千代田区丸の内に移転

    ２月 ヘルスケアフードサービスセンター名古屋（愛知県尾張旭市）を開設

10月 東北メディカルサービス株式会社を吸収合併

12月 株式会社高南メディカル(現・連結子会社）を100％子会社とする。

平成19年１月 株式会社オリエンタルビジネスサービス(現・連結子会社）を100％子会社とする。

２月 ヘルスケアフードサービスセンター米子（鳥取県米子市）を開設



３ 【事業の内容】 
 当連結会計年度末における当グループは、当社、親会社、連結子会社9社で構成されており、当グループ
の中で当社グループ（当社及び連結子会社）は医療施設及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設等の
入院患者・入所者及び学校給食、社員食堂等の顧客に対し、「お客様の信頼と満足を得る心のこもった食事
サービスを提供する」を基本理念に掲げ食事サービス業務を主たる事業とし、総合給食会社として展開して
おります。  
 その他の事業といたしましては給食用食材等を外部に販売しております。なお、当社の親会社であるワタ
キューセイモア株式会社は、医療施設及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設等に対し寝具類の貸与
及び洗濯を行っております。  
 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業にかかわる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりで
あります。  

（１）給食事業  

 医療施設及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設等の入院患者・入所者及び職員等及び企業の社員

食堂や学校給食を対象とした食事サービスの提供業務を行っております。  

（主な関係会社）一冨士フードサービス株式会社、株式会社有森、イフスコヘルスケア株式会社、紀水産業

株式会社、株式会社日本医療総合研究所、オリエンタルフーズ株式会社、アイビス株式会社、株式会社高南

メディカル、株式会社オリエンタルビジネスサービス  

（２）その他  

 医療施設及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設等に対し、給食用食材等の販売を行っておりま

す。 



［事業系統図］  
  事業系統図は、次のとおりであります。  

  
 

 ＊1…当社の親会社（ワタキューセイモア株式会社の子会社は当社グループを除き29社で、事業 

   内容はクリーニング業者15社、福祉機器レンタル・建築設計・調剤薬局・物品販売・人材派 

   遣等14社であります。）  

 ＊2…連結子会社 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２ 上記会社は、いずれも有価証券届出書、または、有価証券報告書を提出しておりません。 

３ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内書きであります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと、次のとおりであり

ます。 

平成19年３月31日現在 

 
  

(注) １ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、嘱託・パートの人員は、( )に１日８時間換算による１年間の平均人員を外数で記

載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の部門に区分できない管理部門に所属している者であり

ます。 

名称 住所
資本金 

又は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)

ワタキューセイモア 
株式会社

京都府綴喜郡 
井手町

48

寝具類の販

売及びリー

ス

― 59.89

当社従業員のユニフォームのクリーニング
サービスを行っております。 
当社が同社レストラン・社員食堂の運営を
行っております。 
役員2名の兼任があります。

(連結子会社)

株式会社有森
愛媛県伊予郡 
砥部町

30 給食事業 100.00 ―

当社が給食用食材等を供給しております。
当社所有の土地、建物を賃借しておりま
す。 
当社より資金援助を受けております。

一冨士フードサービ

ス株式会社
大阪市福島区 10 給食事業 100.00 ―

当社より資金援助を受けております。 

役員１名の兼任があります。

イフスコヘルスケア

株式会社
大阪市福島区 30 給食事業

100.00 

(100.00)
― 役員１名の兼任があります。

紀水産業株式会社
和歌山県和歌山

市
10 給食事業

100.00 

(100.00)
― 役員１名の兼任があります。

株式会社日本医療総

合研究所
東京都千代田区 40 給食事業 100.00 ―

当社が給食用食材等を供給しております。 

当社より資金援助を受けております。 

役員２名の兼任があります。

オリエンタルフーズ

株式会社
福岡市中央区 10 給食事業

100.00 

(100.00)
― 役員１名の兼任があります。

アイビス株式会社 東京都中央区 41 給食事業 100.00 ―
当社より資金援助を受けております。 

 

株式会社高南メディ

カル
高知県高知市 3 給食事業 100.00 ― 当社が給食用食材等を供給しております。

株式会社オリエンタ

ルビジネスサービス
福岡市中央区 10 給食事業

100.00 

(100.00)
― 役員１名の兼任があります。

事業部門の名称 従業員数(名)

給食事業 8,469 (26,338)

その他 1( ― )

全社(共通)  167(  14)

合計 8,637(26,352)



(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、嘱託・

パートの人員は、( )に１日８時間換算による１年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには平成19年3月31日現在次のとおり労働組合があります。 

  なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。     

  

１ ①組合名   一冨士ユニオン  

        ②設立    昭和48年  

        ③組合員数  3,775名  

        ④上部団体  無  

  

２ ①組合名   一冨士高砂地区労働組合  

  ②設立    昭和43年  

  ③組合員数  56名  

  ④上部団体  三菱重工関連労働組合連合会に加盟  

  

３ ①組合名   イフスコヘルスケア ユニオン  

  ②設立    平成14年  

  ③組合員数  1,521名  

  ④上部団体  無  

  

４ ①組合名   紀水産業労働組合  

  ②設立    昭和44年  

  ③組合員数  85名  

  ④上部団体  日本基幹産業労働組合連合会、日本労働組合連合会  

         住友金属グループ労働組合総連合会  

  

従業員数（名） 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

6,805（22,156）  37.4 6.7 3,499



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費に弱さが見られましたが、企業収益構造の改善による設

備投資の増加、輸出関連企業に牽引された原材料価格の高騰、米国経済の先行等の不安材料がありまし

たが、全体としてみれば景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。  

 このような情勢下、当業界におきましては、介護保険制度及び医療保険制度の改正により食費の自己

負担化が進展し、実質的な診療報酬等の引下げとなりました。  

 このような業界環境の中、当社グループにおいても制度変更により病院及び介護施設との受託単価の

引下げや請求食数の減少により既存先の売上高及び利益が減少いたしました。制度変更に伴う通期の影

響額は、売上で約16億円、売上総利益で約9億円の減少となりました。 

 一方、当連結会計年度の営業成績につきましては新規獲得件数が、当社で402件、連結子会社で189件

併せて591件になりました。一方解約につきましては、有床診療所の無床化、閉院が増加したことや競

争激化により当社で349件、連結子会社で119件併せてグループ全体で468件となりました。当連結会計

年度末における事業所数は当社が3,958件、連結子会社が1,579件で併せて5,537件になりました。ま

た、Ｍ＆Ａにより平成18年12月に株式会社高南メディカル及び平成19年1月に株式会社オリエンタルビ

ジネスサービスを子会社化（全株式取得）し、これを併せて連結子会社は、9社になりました。  

 以上のような活動の結果、当連結会計年度の売上高は前期株式取得した連結子会社であるアイビス株

式会社の売上が寄与したため1,853億90百万円（前年同期比3.2％増）になりましたが、経常利益につき

ましては介護保険制度及び医療保険制度の改正による値下げの影響並びに確定給付型企業年金基金の運

用利回りが前期に比し下がったため133億92百万円（前年同期比16.1%減）、当期純利益は65億65百万円

（前年同期比32.3%減）となりました。   

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

8億3百万円増加し、228億56百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は85億18百万円(前年同期比2.0％増)となり

ました。これは、主に税金等調整前当期純利益126億14百万円(前年同期比27.7％減)、売上債権の増

加額1億72百万円、前払年金費用の増加額7億33百万円、未払金の増加額12億4百万円、利息及び配当

金の受取額2億61百万円、法人税等の支払額63億23百万円によるものであります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は53億73百万円(前年同期比28.2％減)となり

ました。これは、主に長期性定期預金の預入による支出66億円、有価証券及び投資有価証券の取得に

よる支出25億3百万円、有価証券や金銭信託の償還による収入36億50百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は23億42百万円（前年同期比36.0％減）とな

りました。これは、主に配当金の支払額23億27百万円によるものであります。 

  



２ 【販売の状況】 

事業の種類別セグメントを記載していないため事業の部門別、契約方式別及び地域別の販売実績を示す

と、次のとおりであります。 

(1) 部門別販売実績 

  

 

 
  

(2) 契約方式別販売実績 

  

 

 
  

部門 金額(百万円) 前期比(％)

給食事業 181,649 103.5

その他 3,741 89.3

合計 185,390 103.2

(注) １ 給食事業……… 医療施設(病院、医院等)及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設及び学校・事業

所給食・レストラン等における食事サービスの提供であります。

２ その他………… 給食用食材等の販売であります。

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

契約方式 金額(百万円) 前期比(％)

給食事業

単価制 73,679 97.2

管理費制 107,970 108.3

小計 181,649 103.5

その他 3,741 89.3

合計 185,390 103.2

(注) １ 単価制………… 月間延べ喫食者数及び実食数に契約単価を乗じたものを売上とし、給食の運営委託に要

する原材料費、人件費及び経費を当社が負担する契約であり、契約単価の取決めが運営

収支の要となることから、一般に「単価制」と呼ばれております。

２ 管理費制……… 月間延べ喫食者数及び実食数に契約単価を乗じた金額と管理費として給食の運営委託に

要する人件費、経費及び利益の見積もり合計額の支払を受ける契約で、この方式は一般

に「管理費制」と呼ばれております。

３ その他………… 給食用食材等の販売であります。

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。



(3) 地域別販売実績 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

都道府県 金額(百万円) 前期比(％) 期末事業所数
北海道 11,550 99.2 320
青森県 3,426 102.0 117
岩手県 1,979 111.7 70
宮城県 5,294 104.5 150
秋田県 2,240 104.3 69
山形県 1,421 115.1 34
福島県 4,052 103.6 112
東北 18,414 105.3 552
茨城県 3,454 103.7 88
栃木県 2,045 100.3 57
群馬県 2,603 111.2 87
埼玉県 9,332 100.8 248
東京都 14,581 75.7 547
千葉県 10,131 152.9 212
神奈川県 7,387 110.7 191
関東 49,537 100.0 1,430
新潟県 3,937 106.4 103
富山県 1,255 101.5 41
石川県 2,532 114.4 71
長野県 2,842 112.2 97
山梨県 1,874 119.6 53
愛知県 5,097 111.6 168
静岡県 2,290 99.6 66
岐阜県 2,082 102.0 79
福井県 576 111.4 23
中部・東海 22,489 108.8 701
三重県 1,589 97.4 45
滋賀県 3,227 107.8 93
京都府 3,432 98.8 81
大阪府 11,988 103.3 422
奈良県 996 84.3 30
和歌山県 1,501 110.5 43
兵庫県 6,572 111.0 224
近畿 29,308 104.0 938
岡山県 4,209 99.8 145
鳥取県 1,754 97.0 34
島根県 2,550 110.6 53
広島県 5,500 105.1 166
山口県 4,402 104.1 130
香川県 1,128 111.0 43
愛媛県 3,548 111.5 89
徳島県 1,047 74.4 43
高知県 2,377 105.8 77
中国・四国 26,519 103.4 780
福岡県 7,991 104.3 242
佐賀県 1,869 108.0 67
長崎県 1,492 104.2 45
熊本県 3,979 104.5 107
大分県 1,755 109.2 55
宮崎県 1,957 106.6 71
鹿児島県 5,501 99.8 149

九州 24,547 104.1 736
沖縄県 3,022 101.7 80

合計 185,390 103.2 5,537



３ 【対処すべき課題】 

介護保険制度や医療保険制度の改正による影響を最小限に抑えることが急務であり、リーディングカン

パニーとして邁進していくため、当社が対処すべき重点課題は、次のとおりであります。  

 ① 経営環境の変化や制度改革を踏まえ、市場の変化や業容の拡大に対応できる体制を整備する  

  事を中核とする「第6次中期経営計画」を策定し、今後3カ年にわたる業務運営方針を、次の 

  とおり明確にいたしました。  

 『量から質への転換』即ち、単なる売上増から実のある業容拡大を基本戦略とし、「顧客満足 

  度向上・従業員満足度向上」「労働集約型からの脱皮」「市場の選別」「将来における収益 

  体質の維持向上」に努めてまいります。  

 ② 既存事業強化戦略の一環として、PFI事業及び戦略的プロジェクト案件に対応すべく、PFI推 

  進事業本部を新設いたしました。  

   高度な専門的営業力の強化と一層の機動性を高め、ビジネスチャンスに果敢に挑戦してまい 

    ります。  

 ③ 労働集約型からの脱皮を図るべく「セントラル・キッチン」を活用した給食サービスの提供  

    を本格化させるべく、本社内にCK（セントラル・キッチン）事業部を設置いたしました。  

  既存のCKを集中し管理運営すると共に、より一層の生産性向上を実現すべくローコスト・オ 

    ペレーションの推進と更なるCKの展開を検討してまいります。  

  



４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判

断したものであります。 

  

１ 当社事業の特徴について 

①給食事業について 

  当社グループの事業は、集団給食事業に属し、医療施設及び介護福祉施設、さらには事業所給食

や学校給食などの食事サービス提供業務の事業を展開しております。特に医療施設や介護福祉施設

については約束食事箋に基づきメニューを作成し、お客様より指定されるケースが多く、他の集団

給食サービスと比較して栄養管理業務の重要性が極めて高い点に特徴があります。また、当社グル

ープ事業の顧客である医療施設及び介護福祉施設は公共サービスを提供する場として、行政・所管

官庁である厚生労働省等より様々な規制を受けており、顧客に対する行政関与の大きさが市場の特

徴であります。病院の収入である入院時食事療養費は公定価格になっており、医療保険の見直しに

より入院時食事療養費が変動した場合や食事の全額個人負担化が実施された場合、当社の経営成績

もこれらの改定により影響を受ける可能性があります。又、介護保険施設における基本食事サービ

ス費は平成17年10月より廃止され個人負担となっております。医療保険・介護保険制度改正は、引

き続き行われその中でも医療施設における療養病床等の大幅削減が実施されることが予想され今後

も制度リスクによる業績影響の可能性はあります。  

 一方、事業所給食や学校給食については企業の社員食堂の縮小、少子化による学生や児童の減少

等により業績に影響する可能性があります。   

②法的規制について  

 病院等の医療施設で給食業務を行うにあたっては、医療法、食品衛生法等の規制を受けておりま

す。病院等は給食業務を委託する場合を「一定の基準に適合する業者に委託すること」と定めてお

り、この基準については財団法人医療関連サービス振興会が必要な要件を「認定基準」として定

め、この基準を充たすサービス事業者に対して「医療関連サービスマーク」の認定を行っておりま

す。当社は平成5年6月に認定を受け、3年に一度の更新を受けて事業を行っております。なお、当

該「医療関連サービスマーク」の認定を受けたサービス事業者が認定要件を欠いた場合等は、改善

勧告又は認定取り消し措置を受ける場合があります。また、介護福祉施設等における給食業務につ

いても同様に介護保険法その他関連法令に基づき事業を行っております。  

③原材料の調達について  

 当社グループは給食事業におきましては、多品種に渡り原材料の調達をしております。全国物流

できるセントラルバイイングシステムや広域物流による地場集中購買により年間を通じて厳選され

た素材の調達・量的確保や安定的な価格の確保によりお客様に安全で安心な材料を使用するように

しておりますが、自然災害（台風・水害等）による野菜等の価格の高騰やＢＳＥ、鶏インフルエン

ザ等の特殊要因による価格変動した場合でもお客様と年間契約が主体のため契約単価に転嫁するこ

とが困難であります。また、残留農薬に係るとしたポジティブリスト制度による輸入品の制限によ

り流通できない食材について調達コストが上がりこのような価格変動による影響は最小限に留める

ように努力しておりますが食材価格の変動を全て回避することは困難であり、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。  

  ２ 従業員の確保について 



当社グループは取引件数の増減及びパート化推進により退職率が変動いたしますが、働きやすい

環境作りにより従業員の定着率アップを目指しており、新規獲得や既存の事業所の補充による従業

員の確保には常に重要な課題として取り組んでおります。また、業務上、管理栄養士・調理師等の

有資格者も必要になります。従いまして、現状、雇用環境変化により現場従業員の採用に苦慮して

おり慢性的な人手不足による必要な人員が確保できない事態が生じる可能性があります。それによ

り当社グループの業績や営業活動に支障をきたす場合があります。 

３ 食中毒について  

 当社グループでは食中毒について発生防止に最善を尽くしており、管理強化を実施するとともに

今後の食中毒が発生しないためにも管理体制について下記のとおり実施しております。  

（衛生管理体制及び対策）  

（１）禁止メニューの徹底  

（２）事業所総点検表による事業所従業員衛生管理自主点検の実施強化  

（３）本社衛生管理室巡回員による全国事業所衛生巡回点検の実施及び指導  

（４）従業員教育の徹底（サービスマニュアル・衛生教育ビデオ・衛生心得手帳に加え衛  

   生管理ガイドブックの発刊）  

（５）ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理の実施  

 ①ＩＳＯ９００１：２０００－ＨＡＣＣＰ認証取得（本社・支店を含め106ヵ所の認証）  

 ②認証取得先以外の事業所に対してＨＡＣＣＰシステムの全国水平展開  

４ 競合によるリスクについて  

 当社グループは総合給食会社として展開しておりますが、当社グループと同様の給食事業におい

ての同業者は全国で400社程度存在しており、上位数社間を中心に介護保険制度や医療保険制度改

正によりさらなる激しい受注競争が繰り広げられており、大手外資系の参入や国内会社の事業提携

や事業所間の経営統合、総合商社、コンサルティング会社等の進出によりますます競争が激化する

と予想されます。当社グループは、食事サービス内容の充実により顧客満足度を向上させ適正価格

の維持に努めてまいりますが、業界の構造の変化や低価格競争に陥り売上や利益確保が出来なくな

った場合、財政状態や経営成績に及ぼす可能性があります。 

５ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(１)財政状態の分析 

（流動資産）  

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、489億58百万円（前連結会計年度末は496億92百万円）

となり、7億33百万円減少いたしました。主な内訳は、現金及び預金の増加（220億74百万円から229億7

百万円へ8億33百万円増）、受取手形及び売掛金の増加（210億76百万円から213億51百万円へ2億75百万

円増）、有価証券につきましては償還により減少（17億円減）によるものであります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、386億23百万円（前連結会計年度末は330億51百万円）

となり、55億72百万円増加いたしました。主な内訳は、有形固定資産（セントラルキッチンの建物や土

地等）取得による増加（33億88百万円から34億96百万円へ1億8百万円増）や子会社取得によるのれんの

増加がありましたが、のれんの償却によって無形固定資産が79億29百万円から68億71百万円へ10億57百

万円減少しました。また投資その他の資産は217億34百万円から282億55百万円へ65億21百万円増加しま

した。投資その他の資産の増加の主な要因は、資金運用による長期性定期預金の増加（54億80百万円

増）及び投資有価証券の増加（13億95百万円増）によるものであります。 

（流動負債） 

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、248億58百万円（前連結会計年度末は243億12百万円）

となり、5億46百万円増加いたしました。主な内訳は、支払手形及び買掛金の減少(98億59百万円から96

億67百万円へ1億91百万円減)並びに未払法人税等の減少（33億36百万円から28億35百万円へ5億円減）

と当連結会計年度末が金融機関の休日であったため社会保険料等の支払いがなく未払金が増加（24億69

百万円から36億87百万円へ12億17百万円増）したことによるものであります。 

（固定負債）  

  当連結会計年度末における固定負債の残高は、38億50百万円（前連結会計年度末は36億23百万円）と

なり、2億27百万円増加いたしました。 

（純資産）  

  当連結会計年度末における純資産の残高は、588億72百万円になりました。主な内訳は、利益剰余金

の505億21百万円であります。 

(２）キャッシュ・フローの指標 

 
 自己資本比率：自己資本／総資産  

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

 1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

 2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。     

 3.キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。  

 4.有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として  

  おります。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており 

  ます。  

平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

自己資本比率（％） 63.2 65.4 65.3 66.2 67.2

時価ベースの自己資本比率
（％）

170.8 214.1 173.3 146.4 126.3

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率（％）

9.7 2.4 2.8 2.4 2.3

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（倍）

719.8 2,600.0 1,805.1 629.1 2,539.5



(３）経営成績に関する分析 

①新規獲得の状況  

 当連結会計年度における新規獲得は強力な営業推進の結果、新規件数である591件に達し、施設種別

の内訳は、病院・医院が148件、介護老人保健施設が46件、介護老人福祉施設が86件、その他施設等が

311件であります。その結果、当連結会計年度末の事業所数は当社が3,958件、連結子会社が1,579件で

合計が5,537件になりました。  

 

②売上高  

 当連結会計年度は、介護保険制度及び医療保険制度の改正に伴う受託単価の引下げや請求食数の減少

により既存先の売上が減少しましたが年間に591件の新規獲得や子会社であるアイビス株式会社等の売

上高増加により過去最高の売上高を計上することになりました。部門別売上では、給食事業が61億17百

万円の増加により1,816億49百万円（前期比3.5％増）、その他は4億50百万円減の37億41百万円（前期

比10.7％減）になり併せて1,853億90百万円（前期比3.2％増）になりました。  

 

③売上原価、販売費及び一般管理費  

 当連結会計年度における売上原価は、売上高の増加に伴い、69億50百万円増加し、1,527億60百万円

(前期比4.8％増）となりました。売上高に対する売上原価比率は82.4％（前期比1.3％増）になり、そ

の主な要因は、当社のセントラルバイイングやローカルバイイング導入率のアップにより材料比率が改

善されましたが、当社グループの人件費について介護・医療保険制度変更や雇用条件悪化、さらには確

定給付型企業年金基金の運用利回りが前期に比し下がったため、人件費比率が前期比1.8％アップした

ことによるものであります。販売費及び一般管理費は前連結会計年度より15億34百万円増加し、195億

59百万円(前期比8.5％増）となりました。 

 

④営業利益  

 営業利益は、主として売上高の増加がありましたが、介護・医療保険制度変更による影響により前連

結会計年度の158億88百万円に対し、130億70百万円(前期比17.7％減）となりました。 

  

⑤営業外損益／経常利益 

 当連結会計年度における受取利息は1億57百万円、受取配当金は20百万円、金銭信託運用益は71百万

円、受取保険金は22百万円となり、営業外収益は前連結会計年度と比べ1億89百万円増加し、4億50百万

円(前期比72.4％増）になりました。主な要因は運用商品の利回りによるものであります。営業外費用

につきましては、前連結会計年度と比べ54百万円減少し、1億28百万円(前期比29.7％減）となりまし

た。主な要因はデリバティブ評価損1億19百万円が増加しましたが前連結会計年度は貸倒引当金繰入額1

億1百万円及び投資有価証券評価損68百万円あったためです。以上の結果、当連結会計年度の経常利益

は、25億73百万円減少し、133億92百万円（前期比16.1％減）になりました。 

 

⑥特別損益／税金等調整前当期純利益  

 当連結会計年度における特別利益は、貸倒引当金戻入益が13百万円、固定資産売却益10百万円併せて

23百万円ありましたが前連結会計年度において退職給付における未認識年金資産20億85百万円を計上し

たため、前期比98.9％減となりました。特別損失については、子会社である株式会社日本医療総合研究

所の株式減損処理に伴いのれん5億51百万円を一括処理しました。またIH加熱カートのメーカーに対す

る支払補償として計上した1億82百万円や減損損失60百万円等により8億1百万円になりました。この結

果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は126億14百万円(前期比27.7％減）となりました。 

 

⑦税金費用／当期純利益  

  当連結会計年度の法人税、住民税及び事業税は58億23百万円、法人税等調整額は2億26百万円の費用

となり、税金費用として60億49百万円、税効果会計適用後の法人税等の負担率は、48.0％となりまし

た。その結果、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度と比べ31億35百万円減少し、65億65百

万円（前期比32.3％減）となりました。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、医療施設及び介護老人保健施設、指定介護老人福祉施設等さらに学校並びに事業所給

食等への食事サービス提供の差別化を図るため、高品質化及び業務効率化に重点を置いた設備投資を行っ

ており、当連結会計年度の設備投資の総額は4億65百万円でありました。  

 このうち主なものは、ヘルスケアフードサービスセンター米子で使用する給食設備及びソフトウェア3

億66百万円の取得によるものであります。  

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品、ソフトウェアであります。 

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の［ ］内は嘱託・パートを外書しております。 

３ 建物の一部を連結会社以外から賃借しており、賃借料は年684百万円であります。 

４ 上記の他主要なリース設備として以下のものがあります。 

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数(名）建物及び
構築物

機械装置 
及び運搬具

土地  
（面積
㎡）

その他 合計

北海道 
(北海道札幌市北区他)

給食事業 給食設備 10 19
―  

（―）
4 33 349 ［1,958］

北東北 
（岩手県盛岡市他）

給食事業 給食設備 4 ―
―  

（―）
1 6 291 ［1,131］

仙台 
(宮城県仙台市青葉区他)

給食事業 給食設備 8 6
―  

（―）
2 17 437 ［1,458］

北関東 
(埼玉県さいたま市他）

給食事業 給食設備 19 0
―  

（―）
3 22 609 ［1,518］

東関東 
(千葉県千葉市他）

給食事業 給食設備 8 0
―  

（―）
3 12 271 ［1,256］

東京 
(東京都港区他）

給食事業 給食設備 1 3
―  

（―）
2 8 451 ［1,492］

横浜 
(神奈川県横浜市西区他）

給食事業 給食設備 3 0
―  

（―）
5 9 354 ［764］

中部 
(長野県長野市他)

給食事業 給食設備 1 0
―  

（―）
0 2 488 ［1,802］

名古屋 
(愛知県名古屋市中区他)

給食事業 給食設備 50 24
―  

（―）
87 162 485 ［1,410］

近畿 
(京都府京都市中京区他)

給食事業 給食設備 16 0
―  

（―）
2 19 629 ［2,013］

中国 
(広島県広島市中区他)

給食事業 給食設備 1 0
―  

（―）
4 7 711 ［2,471］

四国 
(香川県高松市他)

給食事業 給食設備 1 3
―  

（―）
0 5 268 ［1,023］

福岡 
(福岡県福岡市博多区他)

給食事業 給食設備 10 10
―  

（―）
1 22 439 ［1,433］

南九州 
(熊本県熊本市他)

給食事業 給食設備 1 ―
―  

（―）
2 3 642 ［1,895］

沖縄 
(沖縄県那覇市他)

給食事業 給食設備 ― 0
―  

（―）
0 0 182 ［405］

本社 
(東京都千代田区)

給食事業 事務所設備 74 3
  0

  （8.74）
172 251 170 ［65］

衛生管理室 
(神奈川県川崎市中原区)

給食事業 研究所設備 213 ―
211

  （331.96）
2 427 12 ［1］

蓼科山荘 
(長野県茅野市)

給食事業 厚生施設 232 ―
―  

（―）
3 235 ― ［―］

ヘルスケアフードサービスセ
ンター岩槻 
(埼玉県さいたま市岩槻区)

給食事業 給食設備 272 ―
169

  （2,213.73）
― 442 9 ［34］

ヘルスケアフードサービスセ
ンター名古屋(愛知県尾張旭
市)

給食事業 給食設備 499 ―
212

  （3,313.78）
12 724 5 ［20］

ヘルスケアフードサービスセ
ンター米子 (鳥取県米子市)

給食事業 給食設備 178 ―
63

  （3,000.21）
115 357 3 ［7］

ヘルスケアフードサービス
センター四国（愛媛県伊予
郡砥部町)

給食事業 給食設備 195 1
288

  （4,577.48）
4 490 ― ［―］



  

 
(注)上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及びソフトウェアであります。なお、上記金額には、消費税等は

含まれておりません。 

２ 従業員数の［ ］内は嘱託・パートを外書しております。 

３ 建物の一部を連結会社以外から賃借しており、賃借料は年101百万円であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間 
リース料 
(百万円)

リース 
契約残高 
(百万円)

北海道地区他11地区
(北海道札幌市北区他)

給食事業 給食設備

情報機器 一式 ４～６年 181 351

厨房設備 一式 ５～６年 482 973

本      社 
(東京都千代田区)

給食事業  事務所設備 情報機器 一式 ３～５年 10 5

高 知 医 療 セ ン タ ー 
（高知県高知市）

給食事業 給食設備 厨房設備 一式 ５～７年 21 96

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部門
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数（名）
建物及び
構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積㎡）

その他 合計

株式会社 
有森

本社 
（愛媛県伊予
郡砥部町）

給食事業 給食設備 ― 0
―   

（―）
0 0 88  [71］

一冨士フー
ドサービス
株式会社

本社 
（大阪府大阪
市福島区他）

給食事業 給食設備 28 ―
―   

（―）
41 69 822 [2,245]

イフスコヘ
ルスケア株
式会社

本社 
（大阪府大阪
市福島区他）

給食事業 給食設備 2 ―
―   

（―）
3 5 518  [700］

紀水産業株
式会社

本社 
（和 歌 山 県
和歌山市）

給食事業
給食設備
及び車両

2 5
―   

（―）
14 21 55  [74]

株式会社日
本医療総合
研究所

本社 
（東 京 都 千
代田区他）

給食事業 給食設備 ― ―
―   

（―）
0 0 53  [52]

オリエンタ
ルフーズ株
式会社

本社 
（福岡県福
岡市中央区
他）

給食事業 給食設備 1 ―
―   

（―）
0 1 20  [71]

アイビス株
式会社

本社 
（東 京 都 中
央区他）

給食事業
給食設備
及び車両

204 0
124

（4,689.60）
1 330 195  [839]

株式会社高
南メディカ
ル

本社 
（高 知 県 高
知市）

給食事業
事務所設
備

― ―
―   

（―）
0 0 71  [100]

株式会社オ
リエンタル
ビジネスサ
ービス

本社 
（福岡県福
岡市中央区
他）

給食事業 給食設備 2 0
―   

（―）
1 4 10  [44]



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業
部門
の名
称

設備の 
内容

投資予定額 資金
調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

設備投資
の目的総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
本社・支店 給食

事業
次期基幹系

1,700 ―
自己
資金

平成19年6月 平成21年4月
事務合理化

（東京都千代田区、他） システム構築 、省力化



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 286,560,000

計 286,560,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 71,640,000 71,640,000
ジャスダック
証券取引所

―

計 71,640,000 71,640,000 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) １ 株式の分割(無償) 

1株を2株に分割 

 ２ 株式の分割(無償) 

 1株を1.5株に分割 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれております。 

２ 自己株式は「個人その他」に 416単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年５月20日 
（注）１

23,880 47,760 ― 3,971 ― 4,463

平成16年５月20日 
（注）２

23,880 71,640 ― 3,971 ― 4,463

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 29 14 86 70 3 7,515 7,717 ―

所有株式数 
(単元)

― 44,274 1,361 444,173 97,771 23 127,446 715,048 135,200

所有株式数 
の割合(％)

― 6.19 0.19 62.12 13.68 0.00 17.82 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
 （注） 次の法人から平成19年3月7日に提出された大量保有報告書により、平成19年2月28日現在で次のとおり 

  株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当期末における当該法人名義の実質所有株式数の 

  確認ができておりませんので、上記においては考慮しておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

ワタキューセイモア株式会社
京都府綴喜郡井手町大字多賀小字茶臼塚12番

地2
42,796 59.73

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A 

(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

4,857 6.78

村田清和 京都府綴喜郡井手町 4,320 6.03

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目7番9号 2,031 2.83

村田士郎 東京都港区 1,500 2.09

エフジーシーエス エヌブイ 
カムコ エルピー プロフィッ
ト ペンション プラン      
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行決済事業部）

85 OLD LONG RIDGE RD.  

-A7.STAMFORD.CT.06903 USA  

（千代田区丸の内二丁目7番1号）

713 0.99

ノーザン トラスト カンパニ
ー（エイブイエフシー）サブ 
アカウント アメリカン クラ
イアント 
（常任代理人 香港上海銀行  
 東京支店）

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14  5NT UK

（東京都中央区日本橋三丁目11番1号）
618 0.86

日清医療食品従業員持株会 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号 491 0.68

村田秀太郎 京都府綴喜郡井手町 480 0.67

ユービーエス（ルクセンブル
グ）エスエイ 
（常任代理人 シティバンク・
エヌ・エイ 東京支店）

17-21 BD JOSEPH II P.O.BOX2 L-

2010 LUXEMBOURG 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）

469 0.65

計 ――――― 58,278 81.34

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株）

発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合
（％）

アーノルド・アンド・エス・ブレイクロ
ウダー・アドバイザーズ・エルエルシー

1345 Avenue of the Americas, New York, 
NY 10105-4300 U.S.A

4,547 6.35



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

― ―
普通株式   41,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 71,463,200 714,632 ―

単元未満株式 普通株式   135,200 ― ―

発行済株式総数 71,640,000 ― ―

総株主の議決権 ― 714,632 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都千代田区丸の内2-
7-3

41,600 ― 41,600 0.05
日清医療食品株式会社

計 ― 41,600 ― 41,600 0.05



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第6項による取得 

 
    

会社法第155条第7号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの 

   単元未満株式の買取りによる株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

  買取り及び売渡しによる株式数は含まれておりません。 

  

   【株式の種類等】 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 200 344

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,150 1,610

当期間における取得自己株式 ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の売渡請求によ
る売渡し)

400 622 50 77

保有自己株式数 41,600 ― 41,550 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行うことを基本方

針とし、企業の業績や今後の事業展開を勘案した上で株主還元を積極的に取組む所存であります。また、

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。当期の株主配当は、株主の皆様のご期待に応

えるため期末配当は予定どおり平成19年6月29日、1株につき普通配当15円を実施し、さらにジャスダック

証券取引所上場5周年記念配当10円を実施いたしました。中間の配当1株15円と合わせ年間40円配当となり

ました。次期の配当につきましては株主の皆様のご期待に応えるため普通配当を年間40円（10円増配）に

する予定です。今後とも利益状況により配当性向等を勘案した上で株主の皆様に利益還元を目指してまい

ります。 

 内部留保資金の使途につきましては、Ｍ＆Ａの資金や今後の事業展開への備えとして投入していく所存

であります。 

 なお、当社は会社法第４５４条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めておりま

す。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第33期は（ ）表示をしてお

り、平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 平成16年２月23日開催の取締役会決議により、平成16年３月31日の当社株主に対して、平成16年５月20日付

をもって１株を1.5株に分割しております。 

３ □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日
配当額の総額 1株当たり配当額

（百万円） （円）

平成18年11月20日取締役会決議 1,073 15

平成19年6月28日定時株主総会決議 1,789 25

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 3,300
2,810

□ 1,900
（2,350）1,930 1,970 1,798

最低(円) 1,600
1,680

□ 1,730
（1,680）1,650 1,655 1,302

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,510 1,504 1,535 1,590 1,580 1,580

最低(円) 1,302 1,472 1,425 1,499 1,498 1,499



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
(千株)

取締役会長 
(代表取締役)

 ― 村 田 士 郎 昭和８年11月17日生

昭和31年９月 綿久製綿株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)入社

（注）３ 1,500

昭和40年８月 綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)取締役就任

昭和47年９月 当社取締役就任

昭和56年９月 当社取締役副社長就任

昭和61年12月 日本食材株式会社代表取締役社

長就任

昭和63年９月 当社代表取締役副社長就任

平成８年５月 当社代表取締役社長就任

平成９年９月 当社代表取締役会長就任

平成12年３月 当社代表取締役社長就任

平成16年６月 当社代表取締役会長・社長就任

平成17年４月 当社代表取締役会長就任（現任）

取締役副会長 ― 安 道 光 二 昭和16年11月５日

昭和32年３月 綿久製綿株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)入社

（注）３ 240

昭和55年８月 当社取締役就任

綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)取締役就任

平成７年９月 ワタキューセイモア株式会社常

務取締役就任

平成９年８月 ワタキューセイモア株式会社代

表取締役社長就任（現任）

当社代表取締役社長就任

平成12年３月 当社取締役就任

平成17年４月 当社代表取締役社長就任

平成17年11月 当社取締役副会長就任(現任）

取締役社長 

(代表取締役)
― 村 田 清 和 昭和28年12月１日生

昭和51年３月 綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)入社

（注）３ 4,320

昭和56年９月 綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)取締役就任 

当社取締役就任

平成９年８月 ワタキューセイモア株式会社取

締役副社長就任

平成13年２月 株式会社ハートウェル代表取締

役社長就任

平成16年７月 ワタキューセイモア株式会社取

締役就任(現任）

平成17年11月 当社代表取締役社長就任(現任）

   株式会社ハートウェル取締役会

長就任（現任）

常務取締役
営業本部長・営
業企画部長

菅 井 正 一 昭和20年５月10日生

昭和45年５月 綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)入社

（注）３ 120

平成３年７月 当社へ出向、東北支店長

平成９年９月 当社へ転籍、取締役就任東北支

店長

平成10年１月 当社取締役東京支店長

平成11年４月 当社取締役営業本部長・東京支

店長

平成12年３月 当社常務取締役就任営業本部

長・東京支店長

平成16年４月 当社常務取締役営業本部長

平成17年４月 当社常務取締役営業本部長・営

業企画部長・栄養技術部長

平成19年４月 当社常務取締役営業本部長・営業

企画部長（現任）

株式会社日本医療総合研究所 

代表取締役社長就任（現任）



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
(千株)

常務取締役 総務本部長 織 田 和 彦 昭和26年８月15日生

昭和51年４月 綿久寝具株式会社(現ワタキューセイ

モア株式会社)入社

（注）３ 120

     ４月 当社へ出向

昭和62年５月 当社九州事業部長

 ７月 当社九州支店長

平成９年７月 当社受託管理部長

平成10年９月 当社へ転籍、受託管理部長

平成12年３月 当社取締役就任受託管理部長

平成13年４月 当社常務取締役就任総務本部長

平成14年４月 当社常務取締役総務本部長・人事部

長

平成19年４月 当社常務取締役総務本部長（現任）

取締役 ― 山 岡 直 方 昭和27年１月19日生

昭和51年３月 綿久寝具株式会社(現ワタキューセイ

モア株式会社)入社

（注）３ 120

昭和63年11月 当社へ出向、近畿支店長

平成７年７月 当社中国支店長

平成10年９月 当社へ転籍、中国支店長

平成11年４月 当社近畿支店長

平成12年３月 当社取締役就任近畿支店長

平成16年３月

 

 

当社取締役（現任） 

一冨士フードサービス株式会社 

常務取締役就任

平成16年６月 同社代表取締役就任（現任）

取締役

ＰＦＩ推進事

業部本部長・

ＰＦＩ推進事

業部長

山 本   忠 昭和21年１月20日生

昭和47年５月 綿久寝具株式会社(現ワタキューセイ

モア株式会社)入社

（注）３ 120

平成元年７月 当社へ出向、中国支店長

平成７年７月 当社近畿支店長

平成10年９月 当社へ転籍、近畿支店長

平成11年４月 当社開発部長

平成12年３月 当社取締役就任開発部長

平成18年４月 当社取締役開発部長・プロジェクト

営業開発室長

平成19年４月 当社取締役ＰＦＩ推進事業本部長・

ＰＦＩ推進事業部長（現任）

取締役 内部統制室長 丹 野 譲 二 昭和22年６月19日生

昭和48年５月 綿久寝具株式会社(現ワタキューセ

イモア株式会社)入社

（注）３ 120

昭和58年４月 当社へ出向

平成元年７月 当社東北支店長

平成７年７月 当社北関東支店長

平成10年９月 当社へ転籍、北関東支店長

平成12年３月 当社取締役就任北関東支店長

平成14年４月 当社取締役営業推進室長

平成15年４月 当社取締役営業企画部長

平成17年２月 株式会社日本医療総合研究所 

代表取締役社長就任

    ４月 当社取締役社長室長

平成18年４月 当社取締役内部統制室長(現任)

取締役

営業本部副本
部長・受託管
理企画部長・
栄養技術部長

山 田 英 男 昭和27年4月12日生

昭和52年4月 綿久寝具株式会社(現ワタキューセ

イモア株式会社)入社

（注）３

昭和52年４月 当社へ出向

平成４年７月 当社北関東支店長

平成７年８月 当社北海道支店長

平成10年１月 当社東北支店長 99

平成10年９月 当社へ転籍東北支店長

平成17年４月 当社仙台支店長

平成18年６月 当社取締役仙台支店長

平成19年４月 当社取締役営業本部副本部長・受託管

理企画部長・栄養技術部長（現任）



  

 
(注) １ 代表取締役社長村田清和は、取締役副会長安道光二の義弟であります。 

２ 加治屋宏、鈴木純及び井上学は、会社法第2条第16号に定める、社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 
 （注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数 
(千株)

取締役

セントラルキッ

チン事業部長・

開発部長

中 嶋 健 博 昭和27年8月14日生

昭和52年９月 綿久寝具株式会社(現ワタキュー

セイモア株式会社)入社

（注）３

昭和52年９月 当社へ出向

平成７年７月 当社南九州支店長

平成10年９月 当社へ転籍 南九州支店長 90

平成11年４月 当社中国支店長

平成18年６月 当社取締役中国支店長

平成19年４月 当社取締役セントラルキッチン

事業部長・開発部長（現任）

常勤監査役 ― 永 松 康 夫 昭和21年10月27日生

昭和44年４月 株式会社第一銀行（現株式会社

みずほ銀行）入行

（注）４ 3

平成９年３月 株式会社第一勧業銀行（現株式

会社みずほ銀行）羽田支店長

平成11年８月 当社へ出向、内部監査室長

平成13年11月 当社へ転籍、内部監査室長

平成18年４月 内部統制室内部統制担当部長

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 加 治 屋  宏 昭和18年12月3日生

昭和37年４月 熊本国税局総務部総務課採用

（注）４ ―

平成11年７月 甲府税務署長

平成13年７月 八王子税務署長

平成14年７月 同税務署長辞任

平成14年10月 加治屋宏税理士事務所長(現任)

平成17年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 鈴 木  純 昭和24年３月30日生

昭和53年10月 司法試験合格

（注）４ ―

昭和56年４月 弁護士登録 

鈴木純法律事務所所長(現任)

平成12年７月 株式会社研電監査役（現任）

平成17年４月 学校法人桐蔭横浜大学法科大学

院教授(現任)

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 井 上  学 昭和40年８月23日生

平成元年４月 伊藤忠商事株式会社入社

（注）４ ―

平成18年６月 株式会社ユニコ監査役（現任）

平成19年３月 株式会社トミーヒルフィガージャ

パン監査役（現任）

平成19年５月 伊藤忠商事株式会社繊維事業統括

室（現任）

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

計 6,854

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

久 川 有 茂 昭和23年12月１日生

昭和47年４月 株式会社第一勧業銀行（現みずほ銀行）入行

（注）４ ―

平成13年５月 株式会社第一勧業銀行（現みずほ銀行）甲府支店長

平成15年９月 当社へ出向総務部長

平成16年１月 当社へ転籍総務部長（現任）



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主価値の最大化と株主や取引先
から評価され永続的な発展と成長を続けることを目指し、経営を効率化し、経営責任を適切・公正
に遂行するため、絶えず実効性の面から経営管理体制や組織と仕組みの見直しと改善・整備に努め
ております。 
 また、株主の皆様をはじめすべてのステークホルダーの『心』を尊重し、経営活動に対する透明
性の向上、監視・チェック機能の強化と有効性の確保及びコンプライアンスの徹底に努め、コーポ
レート・ガバナンスを充実させていくことを経営上の最重要課題の一つと位置付けております。 

  

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 
  内部統制システムは、当社が株主をはじめとするステークホルダーから評価され、信頼を確 
 保しつつ企業価値の最大化を目指し、経営管理体制の改善・整備を進めるために有効なシステ 
 ムとして機能させます。 

①会社の機関の基本説明 

  当社は監査役制度を採用しており、当社の本社組織は、受託管理企画部・受託業務部・栄養 
 技術部・営業企画部・セントラルキッチン事業部・開発部を主管する営業本部、総務部・人事 
 部・財経部・情報システム部を主管する総務本部、商品統括本部並びPFI推進事業本部の４本 
 部制を採用し、相互に連携および牽制しております。又、経営企画室・内部統制室・衛生管理 
 室は社長直轄の組織としております。さらに全15支店につきましては、本社各部室長から支店 
 長及び各部責任者へ直接指示・命令ができる縦断組織にしております。 

②会社の機関・内部統制の関係 

 



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

ａコンプライアンスに関しては、コンプライアンス憲章を制定しました。これを企業活動の  
 前提として徹底しております。コンプライアンス憲章その他各規程類の制定、周知徹底を 
 通じ、役職員が法令等を遵守することを確保するための体制を整備いたします。既に設置 
 されているコンプライアンス委員会につき、担当取締役のもと、法令遵守に関する重要事 
 項の協議決定と役員幹部社員への教育指導など機能を拡充するとともに、すべての従業員 
 の業務等について法令遵守を確保・指導及びこれを検証する機能を有する担当部門を整備い
 たします。また、従業員に対しコンプライアンスに関する教育を実施するなど法令等遵守 
 を確保するための計画を策定し実施しております。法令等遵守体制について、担当部署に 
 よる検証・内部監査部門の監査などを通じて必要な改善を継続的に行います。  
ｂリスク管理については以下の方針に基づき体制を整備していきます。 
 事業上の災害・事故、環境、財務、法務、情報等に係るリスクについては、経営の安全性 
 を図りつつ企業価値の向上を図るため、当該担当部門がそれぞれのリスクの管理につい 
 て、必要に応じ規程・ガイドラインを制定するとともに、当該規程等に従ってリスク管理 
 を実施いたします。全社的なリスク管理の徹底を図るため研修等を実施し、マニュアルの 
 作成・配布等を行います。また、新たなリスクが生じたときは、すみやかに対応責任者と 
 なる取締役を定め対応いたします。  
ｃ取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、取締役会をはじめとする重要 
 な会議の議事録、稟議書および日々の職務執行記録を文書及び電磁的媒体で記録し保存し 
 ております。  
ｄ子会社に関しましては、当社および当社子会社（当社グループ）の経営管理における基本 
 方針を定めております。当社グループの経営管理に関する規程に基づき、経営企画部の総 
 括管理のもと、当社の事業・財務・法務他の担当部署との協議を踏まえ、当社子会社から 
 報告を受け、助言を行うなどにより当社グループの経営管理を行い、業務効率性の確保と 
 適正を確保しております。 
 また親会社であるワタキューセイモア株式会社とは、経営の自主独立を基本としますが  
 が、少数株主の利益に配慮しつつ、営業先拡大のため、グループシナジーの発揮をはかる 
 とともに、法令に沿い当社内部監査部門と親会社担当部門が協議を行います。  

   ④内部監査及び監査役監査の状況 

 内部統制室は、4名の人員で構成されており、会社の業務活動が法令、定款及び諸規定に準
拠し、かつ、経営目的達成のため合理的、効果的に運営されているか否か監査する「業務監
査」と、会社の会計記録が経理規程等に準拠して正確に処理され、かつ、各種資産の管理、保
全が適切に行われているか否かを監査する「会計監査」を、各支店や本社各部室に対して年一
回以上定期的に実施しております。前期は全１５支店及び本社1３部室の内部監査を実施いた
しました。結果は、是正を要する指摘事項を含めて代表取締役社長及び各担当取締役に逐次報
告しております。衛生管理室は、業務上のリスクである食中毒を防止する観点から、全国の事
業所を巡回し衛生管理状況の点検と指導を実施しております。  
  関連会社に対して年１回以上経営企画室による業務監査及び会計監査を実施しております。
人事に関する稟議以外の稟議について、稟議処理状況を経営企画室において年１回以上点検を
実施しております。総勘定元帳と取引内容を明確にする各勘定の内訳すなわち補助簿は、毎月
末及び会計年度末に財経部で照合を実施しております。当社の債権・債務は、財経部において
年２回以上取引先との残高照合を実施、正確な残高を把握しております。得意先に対する与信
限度管理は、財経部で集中して管理しております。また「社長ホットライン」を設置、全従業
員が直接社長に対し意見具申が可能な体制を整えております。  
  監査役については、監査役5名のうち3名が社外監査役であり、取締役の職務執行の監視につ
いて十分に機能する体制が整っており、常勤監査役は監査法人と年4回、監査計画・監査体
制・監査実施状況等の打ち合せ会を開催しており、必要に応じ、随時個別にも打ち合せを実施
しております。さらに監査法人や内部統制室が実施する監査に常勤監査役が監査講評の席に立
会い監査結果の実態を把握しております。また、内部監査の結果は毎月監査役会で報告してお
り監査三役(監査役・監査法人・内部統制室)の打ち合せ会を年2回実施して連携を強化してお
ります。また、毎月の取締役会への出席や常勤監査役からの重要事項の説明を受けて 取締役
の職務遂行につき客観的な立場で監査を実施し、毎月監査役会の開催日には代表取締役社長と
の打ち合せ会を実施しております。経営方針・当社が対処すべき課題、当社を取り巻くリス
ク・問題点・所信等について意見交換を行い相互認識と信頼関係を深め、更なる意思疎通を図
り、改善を要する事項については監査役会として経営執行側に改善を要請しております。 



  ⑤会計監査の状況  

 会計監査人につきましては、清友監査法人及びあずさ監査法人と監査契約を締結しておりま
す。  
 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、平岡彰信（継続関与年数は8年）、和田司
（両名、清友監査法人所属）潮来克士、斎藤昇（両名、あずさ監査法人所属）であり、当社の
会計監査業務に係る補助者は、公認会計士5名、会計士補等7名、合計12名であります。  
 なお、他の業務執行社員の継続関与年数は、7年以下であるため記載を省略しております。 

  ⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役は選任しておりません。  
 社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係はありません  
 当社と各社外監査役は、会社法第４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 
 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は１百万円または法令が定める額のいずれか高い額
としております。 

  ⑦取締役の定款 

 当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。 

  ⑧取締役の選任決議の要件 

    取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する 
    株主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨定款に定めております。 

 取締役会の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

  ⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

 当社においては、中間期に利益状況をみながら適時・迅速に配当を実施することが最適と 
 考え、取締役会の決議により中間配当を行なうことができる旨定款に定めております。 

  ⑩株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第３０９条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株
 主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その他議決権の３分の２以上をもって行な
 う旨定款に定めております。これは、株主総会の円滑な審議を確保し、適切なコーポレートガ
 バナンスを確保するためであります。 

  

（2）リスク管理体制の整備の状況  
 事業上の災害・事故、環境、財務、法務、情報等に係るリスクについては、経営の安全性を
図りつつ企業価値の向上を図るため、当該担当部門がそれぞれのリスク管理について、必要に
応じ規程・ガイドラインを制定するとともに、当該規程等に従ってリスク管理を実施いたしま
す。全社的なリスク管理の徹底を図るため研修等を実施し、マニュアルの作成・配布等を行い
ます。また、新たなリスクが生じたときは、速やかに対応責任者となる取締役を定め対応いた
します。  
 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、文書管理規程に従い、文書また
は電磁的媒体に記録し保存いたします。取締役及び監査役は文書管理規程により、常時、これ
らの文書等を閲覧できるものといたします。  
  

（3）役員報酬の内容  
 役員報酬等の内容については、取締役に支払った報酬は3億7百万円、利益処分に拠り支払っ
た取締役賞与は45百万円であります。  
 監査役に支払った報酬は26百万円で、監査役賞与は支払っておりません。  
  

（4）監査報酬の内容  
 当社の清友監査法人及びあずさ監査法人への公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第
２条第１項に規定する業務に基づく報酬は３３百万円であります。それ以外の業務では、清友
監査法人に対する、M&Aに伴う財務調査費用２百万円があります。 
 取締役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任ま
たは不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。監査役会は、会計監査人の職務
の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解
任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを請求します。 



      また、監査役会は会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。当社と会計監査人清友監査法人および会計監
査人あずさ監査法人は、会社法第４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は60
百万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、清友監査法人及びあずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 
  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 22,074 22,907

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 21,076 21,351

 ３ 有価証券 2,500 799

 ４ たな卸資産 1,617 1,622

 ５ 繰延税金資産 1,667 1,694

 ６ その他 778 608

   貸倒引当金 △ 22 △ 25

  流動資産合計 49,692 60.1 48,958 55.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 3,114 3,330

    減価償却累計額 1,128 1,985 1,282 2,047

  (2) 機械装置及び運搬具 428 428

    減価償却累計額 288 139 347 81

  (3) 土地 984 1,048

  (4) その他 933 1,014

    減価償却累計額 655 278 695 319

   有形固定資産合計 3,388 4.1 3,496 4.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 512 ―

  (2) 連結調整勘定 6,859 ―

  (3) のれん ― 6,373

  (4) その他 558 498

   無形固定資産合計 7,929 9.6 6,871 7.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,927 5,322

  (2) 長期貸付金 366 269

  (3) 長期性定期預金 6,500 11,980

  (4) 金銭信託 2,000 1,000

  (5) 敷金保証金 910 897

  (6) 保険積立金 1,536 1,572

  (7) 前払年金費用 5,760 6,493

  (8) 繰延税金資産 376 369

  (9) その他 ※２ 588 495

    貸倒引当金 △ 231 △ 145

   投資その他の資産合計 21,734 26.2 28,255 32.3

   固定資産合計 33,051 39.9 38,623 44.1

   資産合計 82,743 100.0 87,582 100.0



  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 9,859 9,667

 ２ 短期借入金 200 200

 ３ 未払法人税等 3,336 2,835

 ４ 賞与引当金 3,009 3,086

 ５ 役員賞与引当金 ― 45

 ６ 未払金 2,469 3,687

 ７ 未払費用 3,947 4,037

 ８ その他 1,491 1,298

   流動負債合計 24,312 29.4 24,858 28.4

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,016 2,151

 ２ 退職給付引当金 706 687

 ３ 役員退職慰労引当金 358 424

 ４ その他 542 586

   固定負債合計 3,623 4.4 3,850 4.4

   負債合計 27,935 33.8 28,709 32.8

(少数株主持分)

   少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 3,971 4.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 4,463 5.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 46,328 56.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 127 0.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △ 82 △0.1 ― ―

   資本合計 54,807 66.2 ― ―

   負債、少数株主持分 

   及び資本合計
82,743 100.0 ― ―



 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 3,971 4.5

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,463 5.1

 ３ 利益剰余金 ― ― 50,521 57.7

 ４ 自己株式 ― ― △83 △0.1

  株主資本合計 ― ― 58,872 67.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 0 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 0 0.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― ― ―

   純資産合計 ― ― 58,872 67.2

   負債純資産合計 ― ― 87,582 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 179,723 100.0 185,390 100.0

Ⅱ 売上原価 145,810 81.1 152,760 82.4

   売上総利益 33,913 18.9 32,629 17.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 保管料 1,188 1,231

 ２ 運送費 3,584 3,928

 ３ 役員報酬 445 517

 ４ 給与手当 4,521 4,782

 ５ 賞与 601 643

 ６ 福利厚生費 1,013 1,083

 ７ 賞与引当金繰入額 691 721

 ８ 役員賞与引当金繰入額 ― 45

 ９ 退職給付費用 △ 324 97

 10 役員退職慰労引当金繰入額 64 62

 11 情報処理料 609 620

 12 地代家賃 1,144 1,218

 13 租税公課 398 430

 14 消耗品費 238 210

 15 減価償却費 539 178

 16 連結調整勘定償却額 633 ―

 17 のれん償却額 ― 1,151

 18 その他 2,676 18,025 10.0 2,635 19,559 10.5

   営業利益 15,888 8.8 13,070 7.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 77 157

 ２ 受取配当金 10 20

 ３ 金銭信託運用益 65 71

 ４ 保険金収入 12 22

 ５ 受取手数料 11 1

 ６ その他 83 261 0.2 178 450 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13 3

 ２ 貸倒引当金繰入額 101 ―

 ３ 投資有価証券評価損 68 ―

 ４ デリバティブ評価損 ― 119

 ５ その他 0 183 0.1 6 128 0.1

   経常利益 15,966 8.9 13,392 7.2



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 7 13

 ２ 固定資産売却益 ※１ 18 10

 ３ 投資有価証券売却益 13 ―

 ４ 過去勤務債務償却額 2,085 2,124 1.2 ― 23 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 0

 ２ 固定資産除却損 ※２ 24 5

 ３ 固定資産売却損 ※３ 2 0

 ４ 減損損失 ※４ 578 60

 ５ 損害賠償金 42 ―

 ６ 支払補償金 ― 182

 ７ のれん償却額 ― 647 0.4 551 801 0.4

   税金等調整前当期純利益 17,443 9.7 12,614 6.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

6,360 5,823

   法人税等調整額 1,382 7,743 4.4 226 6,049 3.3

   当期純利益 9,700 5.3 6,565 3.5



次へ 

③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 
    （連結剰余金計算書） 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,463

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,463

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,642

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 9,700 9,700

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,969

 ２ 役員賞与 45

   （うち、監査役賞与）    （―）

 ３ 自己株式処分差損  0 2,014

Ⅳ 利益剰余金期末残高 46,328



（連結株主資本等変動計算書） 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,971 4,463 46,328 △82 54,680

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △1,252 ― △1,252

 剰余金の配当 ― ― △1,073 ― △1,073

 役員賞与（注） ― ― △45 ― △45

 当期純利益 ― ― 6,565 ― 6,565

 自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

 自己株式の処分 ― ― △0 0 0

 株主資本以外の項目の連結会計 
  年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
          (百万円)

― ― 4,192 △1 4,191

平成19年３月31日残高(百万円) 3,971 4,463 50,521 △83 58,872

評価・換算差額等
少数株主

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 127 127 ― 54,807

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― △1,252

 剰余金の配当 ― ― ― △1,073

 役員賞与（注） ― ― ― △45

 当期純利益 ― ― ― 6,565

 自己株式の取得 ― ― ― △1

 自己株式の処分 ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額（純額）

△126 △126 ― △126

連結会計年度中の変動額合計 
          (百万円)

△126 △126 ― 4,064

平成19年３月31日残高(百万円) 0 0 ― 58,872



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 17,443 12,614

   減価償却費 688 406

   減損損失 578 60

   損害賠償金 42 ―

   支払補償金 ― 182

   のれん償却額 ― 1,703

   連結調整勘定償却額 633 ―

   デリバティブ評価損 ― 119

   貸倒引当金の増加・減少(△)額 95 △ 84

   賞与引当金の増加・減少(△)額 166 71

   役員賞与引当金の増加・ 

   減少(△)額
― 45

   退職給付引当金の増加・減少(△)額 △ 154 △ 22

   役員退職慰労引当金の増加・ 

   減少(△)額
59 15

   受取利息及び受取配当金 △ 88 △ 177

   金銭信託運用益 △ 65 △ 71

   支払利息 13 3

   固定資産除却損 24 5

   固定資産売却益 △ 18 △ 10

   固定資産売却損 2 0

   投資有価証券評価損 68 ―

   投資有価証券売却益 △ 13 ―

   役員賞与の支払額 △ 45 △ 45

   売上債権の増加(△)・減少額 △ 862 △ 172

   たな卸資産の増加(△)・減少額 △ 74 2

   仕入債務の増加・減少(△)額 263 △ 255

   未払金の増加・減少(△)額 141 1,204

   未払消費税等の増加・減少(△)額 △ 63 △ 153

   前払年金費用の増加(△）・減少額 △ 4,598 △ 733

   その他 434 △ 126

         小計 14,671 14,583

   利息及び配当金の受取額 87 261

   利息の支払額 △ 13 △ 3

   法人税等の支払額 △ 6,392 △ 6,323

  営業活動によるキャッシュ・フロー 8,353 8,518

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入れによる支出 ― △ 30

   長期性定期預金の預入れによる支出 △ 6,500 △ 6,600

   長期性定期預金の払戻しによる収入 ― 1,000

   有形固定資産の取得による支出 △ 1,240 △ 431

   有形固定資産の売却による収入 28 19

   無形固定資産の取得による支出 △ 53 △ 34

   有価証券及び投資有価証券の 

   取得による支出
△ 2,002 △ 2,503

   有価証券及び投資有価証券の 

   売却による収入
24 ―

   有価証券及び投資有価証券の 

   償還等による収入
2,930 2,650

   金銭信託の取得による支出 △ 1,000 ―

   金銭信託の償還等による収入 800 1,000

   長期貸付金の貸付による支出 △ 24 △ 11

   長期貸付金の回収による収入 147 107

   連結の範囲の変更を伴う子会社 

   株式の取得のための支出
△ 842 △ 541

   その他 250 1

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,482 △ 5,373



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  自己株式の取得による支出 △8 △1

  自己株式の売却による収入 0 0

  短期借入金の返済による支出 △355 △13

  長期借入金の返済による支出 △981 ―

  社債の償還による支出 △343 ―

  配当金の支払額 △1,968 △2,327

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,657 △2,342

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・ 
  減少(△)額

△2,786 803

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 24,840 22,053

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 22,053 22,856



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事 
 項

（1）連結子会社の数    8社 

連結子会社の名称 

株式会社有森 

東北メディカルサービス株式会社 

一冨士フードサービス株式会社  

イフスコヘルスケア株式会社 

紀水産業株式会社 

株式会社日本医療総合研究所  

オリエンタルフーズ株式会社 

アイビス株式会社 

このうちオリエンタルフーズ株式会社が平

成17年6月30日付、アイビス株式会社は平

成18年1月17日付で株式の新規取得により

子会社となったため、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。また、日本

食材株式会社は平成17年4月1日に当社に、

品川フードサービス株式会社は、平成17年

4月1日に一冨士フードサービス株式会社

に、それぞれ吸収合併されております。な

お、アイビス株式会社については、みなし

取得日を平成18年1月31日として、当連結

会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

（1）連結子会社の数    9社 

連結子会社の名称 

株式会社有森 

一冨士フードサービス株式会社  

イフスコヘルスケア株式会社 

紀水産業株式会社 

株式会社日本医療総合研究所  

オリエンタルフーズ株式会社 

アイビス株式会社 

株式会社高南メディカル 

株式会社オリエンタルビジネスサービス 

このうち株式会社高南メディカルは平成18

年12月22日付、株式会社オリエンタルビジ

ネスサービスは平成19年1月26日付で株式

の新規取得により子会社となったため、当

連結会計年度より連結の範囲に含めており

ます。また、東北メディカルサービス株式

会社は、平成18年10月1日に当社に吸収合

併されております。なお、株式会社高南メ

ディカルについては、みなし取得日を平成

18年12月31日、株式会社オリエンタルビジ

ネスサービスについては、みなし取得日を

平成19年3月31日として、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等 

有限会社イート食品 

有限会社イートシステム 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであります。

（2）主要な非連結子会社の名称等
       同左

 
（連結の範囲から除いた理由）  
 
 

同左

２ 持分法の適用に関する 
 事項

（1）持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数及び主要な会社等の名称

（1）持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数及び主要な会社等の名称

 該当事項はありません。 同左

(2)持分法を適用していない非連結子会社

（有限会社イート食品、有限会社イートシ

ステム）は当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

(2)持分法を適用していない非連結子会社 

 

 

         同左

３ 連結子会社の事業年
度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致
しております。 同左



項目

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関す 

 る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券（金銭信託を構成する有価  

       証券を含む）  

 ａ 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

 ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく   

 時価法(評価差額は全部資本直入 

 法により処理し、売却原価は移動平均 

 法により算定） 

時価のないもの 

 総平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券（金銭信託を構成する有価  

       証券を含む） 

 ａ 満期保有目的の債券

同左

 ｂ その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく   

 時価法(評価差額は全部純資産直入 

 法により処理し、売却原価は移動平均 

法により算定）

時価のないもの

         同左

② デリバティブ 

     ――――――

 ③たな卸資産 

   原材料及び貯蔵品 

   最終仕入原価法

② デリバティブ 

    時価法

 ③たな卸資産 

   原材料及び貯蔵品  

                  同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法 
① 有形固定資産 
定率法 
ただし、平成10年４月１日以降取得した
建物(建物附属設備を除く。)について
は、定額法を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法 
① 有形固定資産  
         同左

② 無形固定資産 
ａ営業権については、5年間均等償却 
ｂソフトウェア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額
法

② 無形固定資産
ａのれんについては、その効果が及ぶ期間に
わたり、定額法により償却しております。  
ｂ     
                同左  
 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

                同左

② 賞与引当金  

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の

支給見込額に基づく当連結会計年度負担額

を計上しております。

② 賞与引当金  

                同左



 

項目

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

③役員賞与引当金

    ―――――――――― 役員賞与の支出に備えるため、当連結会
計年度における支給見込額に基づき計上
しております。

（会計方針の変更）
 当連結会計年度より「役員賞与に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11
月29日 企業会計基準第4号）を適用してお
ります。これにより営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益はそれぞれ45百万
円減少しております。

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生した連結会

計年度に全額費用処理しております。 

 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度から「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」（企業会計基準第3

号 平成17年3月16日）及び「『退職給付

に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第7号 平

成17年3月16日）を適用しております。こ

れに伴い、期首に過去勤務債務に振り替え

た前連結会計年度末の未認識年金資産

2,085百万円は、当連結会計年度に一括償

却し特別利益に計上しております。また、

企業会計基準第3号の適用により当連結会

計年度末に発生した数理計算上の差異

2,035百万円は、退職給付費用から控除し

ております。この結果、営業利益及び経常

利益は2,035百万円、税金等調整前当期純

利益は、4,120百万円それぞれ増加してお

ります。

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。  

過去勤務債務の額及び数理計算上の差異

は、その発生した連結会計年度に全額費用

処理しております。

――――――――

⑤ 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備える

ため、当社及び連結子会社は、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。  

 

(会計方針の変更）  

 連結子会社では、従来、役員退職慰労

金について支払時に費用処理しておりま

したが、役員退職慰労金に関する内規が

制定された連結子会社につきましては、

当連結会計期間より内規に基づく期末要

支給額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更いたしました。この変更

は、当連結会計期間において、連結子会

社のうち2社が役員退職慰労金規程を整備

運用開始したこと、より一層の期間損益

計算の適正化と財務体質の健全化を図る

ために行なったものであります。  

 この変更により、前連結会計年度と同

一の基準によった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益は18百万円それぞれ少なく計上されて

おります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左

―――――――



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5)その他連結財務諸表作成のための重要
な事項

(5)その他連結財務諸表作成のための重要な
事項

消費税等の処理方法 
 税抜方法によっております。

消費税等の処理方法  

        同左

５ 連結子会社の資産 

及び負債の評価に 

  関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は全

面時価評価法によっております。
同左

       

６ 連結調整勘定の償

却に関する事項

一冨士フードサービス株式会社、イフス
コヘルスケア株式会社、紀水産業株式会
社及び株式会社日本医療総合研究所、オ
リエンタルフーズ株式会社、アイビス株
式会社については発生時から10年間で均
等償却しております。 

――――――――――

７  のれん及び負のの

れんの償却に関す

る事項
――――――――――

一冨士フードサービス株式会社、イフス

コヘルスケア株式会社、紀水産業株式会

社、株式会社日本医療総合研究所、オリ

エンタルフーズ株式会社、アイビス株式

会社、株式会社高南メディカルについて

は発生時から10年間の定額法により償却

しております。 ただし、株式会社日本

医療総合研究所ののれんにつきまして

は、株式の実質価額の回収可能性が見込

めず子会社株式を減損処理したため相当

の額まで償却しました。

８ 利益処分項目等の 

取扱いに関する 

事項

連結会計年度中に確定した利益処分に基

づいております。 ――――――――――

９ 連結キャッシュ・ 

フロー計算書にお 

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左



会計処理の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年4月１日    (自 平成18年４月１日  
至 平成18年3月31日)  至 平成19年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員
会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を
適用しております。  
 これにより税金等調整前当期純利益が578百万円減少し
ております。なお、減損損失累計額については、改正後の
連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除
しております。

――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

――――――――

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年
12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針
第8号）を適用しております。これまでの資本の部の合計
に相当する金額は58,872百万円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資
産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改
正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
 
（企業結合に係る会計基準等）

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企
業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月
27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」 
（企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企
業会計基準適用指針第10号）を適用しております。 
 
(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の
一部改正）

当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年8月11日 企業会計基準第1号）及び
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月
11日 企業会計基準適用指針第2号）を適用しておりま
す。
これによる損益に与える影響はありません。

なお、連結財務諸表規則の改正による連結貸借対照表
の表示に関する変更は以下のとおりであります。

前連結会計年度において資本に対する控除項目として
「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株式」
は、当連結会計年度から株主資本に対する控除項目とし
て「株主資本」の末尾に表示しております。



表示方法の変更 

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年4月1日 
 至 平成18年3月31日)

(自 平成18年4月1日 
 至 平成19年3月31日)

      ―――――――――――――

(連結貸借対照表)
 前連結会計年度において、営業権及び連結調整勘定と
して掲記されていたものは、当連結会計年度よりのれん
と表示しております。 

(連結損益計算書)
 前連結会計年度において、連結調整勘定償却額として
掲記されていたものは、当連結会計年度よりのれん償却
額と表示しております。  
 また、減価償却費に含めていた営業権の減価償却額
は、当連結会計年度よりのれん償却額と表示しておりま
す。
(連結キャッシュ・フロー計算書)
 前連結会計年度において、連結調整勘定償却額として
掲記されていたものは、当連結会計年度よりのれん償却
額と表示しております。  
 また、減価償却費に含めていた営業権の減価償却額
は、当連結会計年度よりのれん償却額と表示しておりま
す。



  注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

 １ 保証債務

   取引先である下記の病院の金融機関からの借入 

 金に対し保証を行っております。

医療法人 清風会 50百万円

医療法人 弘心会 464百万円

合計 515百万円

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであ
   ります。

その他（出資金） 1百万円

 

 

 １ 保証債務

   取引先である下記の病院の金融機関からの借入 

 金に対し保証を行っております。

医療法人 清風会 43百万円

医療法人 弘心会 408百万円

合計 451百万円

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであ 
   ります。

その他（関係会社株式） 1百万円

 

※３ 発行済株式の種類及び総数
普通株式 71,640千株

※４ 自己株式の種類及び総数

普通株式 40千株

      
       ―――――――――――――

 

 

※３    ――――――――

※４    ――――――――

※５ 期末日満期手形の会計処理 
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日 

 をもって決済処理をしております。なお、当連結会 
 計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期 
 末日満期手形が、当期末残高に含まれております。

受取手形 28 百万円

支払手形 12 百万円



(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

※１ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま
す。

建物及び構築物 17百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

合  計 18百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま
す。

建物及び構築物 18百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 5百万円

合計 24百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま
す。

機械装置及び運搬具 2百万円

※４ 減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。
（1）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

栃木県大田原市 レストラン店舗 建物 他

埼玉県さいたま市 給食設備 土地及び建物 他

その他 給食設備 工具器具備品 他

(2)減損損失に至った経緯  
 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスの事業所
の資産グループについては、その収益性が当初の予想よ
りも低下しているため、その帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しております。
(3)減損損失の金額 

建物 481 百万円

機械及び装置 5 百万円

車両運搬具 18 百万円

工具器具備品 20 百万円

土地 38 百万円

その他 14 百万円

計 578 百万円
(4)資産のグルーピングの方法  
 減損損失を認識した資産グループは事業用資産であ
り、原則として事業所を単位としてグルーピングしてお
ります。  
(5)回収可能価額の算定方法   
 事業用資産については、原則として使用価値により測
定しており、将来キャッシュ・フローを7.1％で割り引い
て算定しております。

 

 

 

 

 

※１ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま
す。

その他 10百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま 
   す。

建物及び構築物 0百万円

その他 4百万円

合計 5百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま 
   す。

その他 0百万円

                                                 
※４ 減損損失

同左

（1）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

高知県高岡郡、その他 給食設備 リース資産 他

(2)減損損失に至った経緯 
同左

(3)減損損失の金額 

車両運搬具 2百万円

工具器具備品 1百万円

その他 56百万円

計 60百万円

(4)資産のグルーピングの方法 
              
            同左     
 
(5)回収可能価額の算定方法   
              
            同左 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加   1,350株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の売渡請求による減少   400株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 71,640,000 ― ― 71,640,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 40,650 1,350 400 41,600

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 1,252 17.50 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月20日 
取締役会

普通株式 1,073 15.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,789 25.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,074百万円

預金期間3ヶ月超の 
定期預金

△21百万円

現金及び現金同等物 22,053百万円

２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社  

 の資産及び負債の主な内訳   

 株式の取得により新たにアイビス株式会社及びオリ 

 エンタルフーズ株式会社を連結したことに伴う連結 

 開始時の資産及び負債の内訳並びにアイビス株式会 

 社及びオリエンタルフーズ株式会社の取得価額とア 

 イビス株式会社及びオリエンタルフーズ株式会社取 

 得のための支出(純額）との関係は次のとおりであり 

 ます。

流動資産 834百万円

固定資産 638百万円

連結調整勘定 1,908百万円

流動負債 △ 835百万円

固定負債 △1,397百万円

その他有価証券評価差額金 △4百万円

株式の取得価額（イ） 1,144百万円

現金及び現金同等物(ロ) 302百万円

取得のための支出 
      （イ)-(ロ)

842百万円

 

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,907百万円

預金期間3ヶ月超の
定期預金

△51百万円

現金及び現金同等物 22,856百万円

２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社  

 の資産及び負債の主な内訳   

 株式の取得により新たに株式会社高南メディカル及 

 び株式会社オリエンタルビジネスサービスを連結し 

 たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び 

 に株式会社高南メディカル及び株式会社オリエンタ 

 ルビジネスサービスの取得価額と株式会社高南メデ 

 ィカル及び株式会社オリエンタルビジネスサービス 

 取得のための支出(純額）との関係は次のとおりであ 

 ります。

流動資産 191百万円

固定資産 35百万円

のれん 705百万円

流動負債 △156百万円

固定負債 △54百万円

株式の取得価額  （イ） 720百万円

株式の取得価額のうち未払額
          （ロ）

100百万円

現金及び現金同等物 (ハ) 78百万円

取得のための支出
     （イ)-(ロ)-(ハ)

541百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額  
相当額 

（百万円）

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置及び 
運搬具

2,065 910 ― 1,154

その他 1,411 651 11 748

合計 3,476 1,562 11 1,903
 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額  
相当額 

（百万円）

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置及び
運搬具

2,063 1,211 50 801

その他 1,477 771 15 690

合計 3,541 1,983 65 1,492

 

② 未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額

１年内 683百万円

１年超 1,270百万円

合計 1,954百万円

    リース資産減損勘定の残高     8百万円  

② 未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 650百万円

１年超 943百万円

合計 1,593百万円

   リース資産減損勘定の残高      60百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 729百万円

リース資産減損勘定の取
崩額

 4百万円

減価償却費相当額 683百万円

支払利息相当額 47百万円

減損損失 12百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 781百万円

リース資産減損勘定の取
崩額

 5百万円

減価償却費相当額 735百万円

支払利息相当額 41百万円

減損損失 56百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――――――――――

   未経過リース料

1年内 5百万円

1年超 6百万円

合計 11百万円



次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(貸主側)

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

1,550 732 817

その他 345 114 231

合計 1,895 846 1,048
 

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

1,493 970 522

その他 361 175 185

合計 1,854 1,145 708

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 369百万円

１年超 719百万円

合計 1,088百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 346百万円

１年超 392百万円

合計 738百万円

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 409百万円

減価償却費 359百万円

受取利息相当額 57百万円

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 415百万円

減価償却費 380百万円

受取利息相当額 32百万円

④ 利息相当額の算定方法

リース料総額と見積残存価額の合計からリース物

件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっており

ます。

④ 利息相当額の算定方法

同左



次へ 

(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区 分 

 

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額

連結決算日にお

ける時価
差 額

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額

連結決算日にお

ける時価
差 額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

①国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

②社債 1,500 1,501 1 800 800 0

③その他 ― ― ― ― ― ―

小  計 1,500 1,501 1 800 800 0

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

①国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

②社債 2,799 2,787 △ 12 1,999 1,993 △ 6

③その他 ― ― ― ― ― ―

小  計 2,799 2,787 △ 12 1,999 1,993 △ 6

合  計 4,299 4,288 △ 11 2,799 2,794 △ 5

 

区 分 

 

前連結会計年度
(平成18年3月31日）

当連結会計年度 
(平成19年3月31日）

取得原価
連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額

差 額 

 
 取得原価

連結決算日にお

ける連結貸借対照

表計上額 

 

差 額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（1）株式  65 304 238 25 100 74

（2）債券

 ①国債・地方債等  ― ― ― ― ― ―

 ②社債  ― ― ― ― ― ―

 ③その他 ― ― ― ― ― ―

（3）その他 9 22 13 9 21 11

小   計 75 326 251 34 121 86

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

 

（1）株式  9 9 ― 112 78 △ 33

（2）債券

 ①国債・地方債等  ― ― ― ― ― ―

 ②社債  1,000 949 △ 50 2,000 1,869 △ 130

 ③その他 ― ― ― ― ― ―

（3）その他 ― ― ― ― ― ―

小   計 1,009  958  △ 50 2,112 1,948 △ 164

合   計 1,084  1,285  201 2,147 2,070 △ 77



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度（平成18年3月31日） 

 
  

区 分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額（百万円） 23 ―

売却益の合計額（百万円） 13 ―

売却損の合計額（百万円） ― ―

区  分

前連結会計年度
(平成18年3月31日）

当連結会計年度
(平成19年3月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

（1）その他有価証券

①非上場株式 502 1,003

②投資事業有限責任組合出資金 339 249

  合   計 841 1,252

区  分
1年以内 

（百万円）

1年超5年以内 

（百万円）

5年超10年以内 

（百万円）

10年超 

（百万円）

１．満期保有目的の債券

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ―

(2) 社債 2,500 1,799 ― ―

(3) その他 ― ― ― ―

小  計 2,500 1,799 ― ―

２．その他有価証券

(1) 債券

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 ― ― ― 949

③その他 ― ― ― ―

(2) その他 ― ― ― ―

小  計 ― ― ― 949

合  計 2,500 1,799 ― 949



前へ   次へ 

当連結会計年度（平成19年3月31日） 

 
  

区  分
1年以内 

（百万円）

1年超5年以内 

（百万円）

5年超10年以内 

（百万円）

10年超 

（百万円）

１．満期保有目的の債券

 (1) 国債・地方債等 ― ― ― ―

 (2) 社債 799 2,000 ― ―

 (3) その他 ― ― ― ―

小  計 799 2,000 ― ―

２．その他有価証券

 (1) 債券

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 ― ― ― 1,869

③その他 ― ― ― ―

 (2) その他 ― ― ― ―

小  計 ― ― ― 1,869

合  計 799 2,000 ― 1,869



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

 
（注）1.時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

    2.組込デリバティブについて、時価の測定を合理的に区分して測定できないため、 

     当該複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。 

    3.契約額等については、当該複合金融商品の購入金額を表示しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

 
――――――――

① 取引の内容及び利用目的等

利用している取引は、変動金利型定期預金（30年）でデ
リバティブを含むその他の複合金融商品であります。余
剰資金を変動金利型定期預金で運用するに当たり、将来
の金利変動によるキャッシュ・フローの変動リスクを回
避する目的で利用しており、デリバティブを含む預金に
ついては、中長期的に使途が生じないとみなされる余裕
資金の範囲に限り、利回り運用を目的に利用しておりま
す。

② 取引に対する取組方針

 
――――――――

② 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、十分なシミュレーションを行った
うえで、リスク管理が可能な範囲においての金融資産の
効率運用に限り利用しており、原資産を有しない投機的
な取引は行わない方針であります。

③ 取引に係るリスクの内容

 
――――――――

③ 取引に係るリスクの内容

長期性定期預金の契約先は、信用度の高い国内の銀行で
あるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リス
クはほとんどないと認識しております。  
デリバティブを含む預金は、為替レートにより期限前償
還の可能性があり為替連動の利率については下限金利が
存在しており元本については30年保有しておれば元本毀
損のリスクはありませんが、中途解約した場合元本毀損
のリスクがあるため複合金融商品全体を時価評価してお
ります。

④ 取引に係るリスク管理体制

 
――――――――

④ 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行、管理については取引権限及び
取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門
が取締役会の承認を得て行っております。

（百万円）

種類

当連結会計年度

契約額等 契約額のうち
1年超 時価 評価損益

市場取引以外の取引 
複合金融商品

1,000 1,000 880 △119

合計 1,000 1,000 880 △119



(退職給付関係) 

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、ワタキューグル 

ープ企業年金基金制度に加入しております。 

  なお、同基金制度は、連合設立のワタキューグル

ープ厚生年金基金から平成16年11月1日付厚生労働

大臣から移行認可されたものです。

連結子会社中2社は、確定給付型の制度として、適

格退職年金制度、退職一時金制度及び日本給食サー

ビス厚生年金基金（総合設立型）に加入しており、

連結子会社中1社は確定給付型の制度として、退職

一時金制度及び日本給食サービス厚生年金基金（総

合設立型）に加入しております。なお、厚生年金基

金制度については、自社の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に計算することができないため、退職

給付に係る会計基準(企業会計審議会 平成10年6月

16日）注解12（複数事業主制度の企業年金につい

て）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用

として処理しております。また、当該年金基金の年

金資産総額のうち、平成17年3月31日現在の加入人

数割合を基準として計算した連結子会社3社の年金

資産額 は、2,280百万円であります。

連結子会社中1社は、確定給付型の制度として、適

格退職年金制度を採用しております。

連結子会社中4社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度を採用しております。

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年3月31日）

(1) 退職給付債務(注1) △9,637百万円

(2) 年金資産  (注2) 14,691百万円

(3) 小  計(1)＋(2) 5,054百万円

(4) 連結貸借対照表計上額純額 5,054百万円

(5) 前払年金費用 5,760百万円

(6) 退職給付引当金(4)－(5) △706百万円

（注）1 連結子会社中6社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

2 連結子会社中3社が採用しております総合設

立型の厚生年金基金に係る年金資産の額は上記

には含まれておりません。

 

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、ワタキューグ

ル ープ企業年金基金制度に加入しております。 

  なお、同基金制度は、連合設立のワタキューグル

ープ厚生年金基金から平成16年11月1日付厚生労働

大臣から移行認可されたものです。

連結子会社中2社は、確定給付型の制度として、企

業年金制度、退職一時金制度及び日本給食サービス

厚生年金基金（総合設立型）に加入しており、連結

子会社中1社は確定給付型の制度として、退職一時

金制度及び日本給食サービス厚生年金基金（総合設

立型）に加入しております。なお、厚生年金基金制

度については、自社の拠出に対応する年金資産の額

を合理的に計算することができないため、退職給付

に係る会計基準(企業会計審議会 平成10年6月16

日）注解12（複数事業主制度の企業年金について）

により、年金基金への要拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。また、当該年金基金の年金資

産総額のうち、平成18年3月31日現在の加入人数割

合を基準として計算した連結子会社3社の年金資産

額 は、5,346百万円であります。

連結子会社中1社は、確定給付型の制度として、適

格退職年金制度を採用しております。

連結子会社中5社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度を採用しております。

２ 退職給付債務に関する事項（平成19年3月31日）

(1) 退職給付債務(注1) △10,323百万円

(2) 年金資産  (注2) 16,131百万円

(3) 小  計(1)＋(2) 5,807百万円

(4) 連結貸借対照表計上額純額 5,807百万円

(5) 前払年金費用 6,493百万円

(6) 退職給付引当金(4)－(5) △687百万円

（注）1 連結子会社中7社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

2 連結子会社中3社が採用しております総合設

立型の厚生年金基金に係る年金資産の額は上記

には含まれておりません。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用（注1、2） 1,080百万円

(2) 利息費用 133百万円

(3) 期待運用収益 △439百万円

(4) 数理計算上の差異の 
    費用処理額

△2,166百万円

(5) 退職給付費用 
    (1)＋(2)＋(3)＋(4)

△1,391百万円

（注）1 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、勤務費用に計上しております。 

2 上記の他、連結子会社3社が採用しております

総合設立型の厚生年金基金に係る退職給付費用

は、63百万円であります。なお、同金額は同基金

への要拠出額を用いております。 

3 上記の他、特別利益として過去勤務債務償却

額2,085百万円を計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用（注1、2） 1,078百万円

(2) 利息費用 142百万円

(3) 期待運用収益 △565百万円
(4) 数理計算上の差異の
    費用処理額

△172百万円

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △30百万円

(6) 退職給付費用
     (1)＋(2)＋(3)＋(4)+（5）

453百万円

（注）1 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、勤務費用に計上しております。 

2 上記の他、連結子会社3社が採用しております

総合設立型の厚生年金基金に係る退職給付費用

は、75百万円であります。なお、同金額は同基金

への要拠出額を用いております。



 
  

  

(ストック・オプション等関係) 

 当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）    

 該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率    1.5％

(3)期待運用収益率 2.5％～4.0％

(4)数理計算上の差異の処理年数

 発生連結会計年度に全額費用処理しております。

(5)過去勤務債務の額の処理年数

  発生連結会計年度に全額費用処理しております。
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率    1.5％

(3)期待運用収益率 2.5％～4.0％

(4)数理計算上の差異の処理年数

          同左

(5)過去勤務債務の額の処理年数

同左  



前へ 

(税効果会計関係) 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金損金算入限度超過額 295百万円

未払事業税否認 250百万円

賞与引当金否認 1,226百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 91百万円

税務上の繰越欠損金 80百万円

その他 1,045百万円

繰延税金資産小計 2,989百万円

評価性引当額 △497百万円

繰延税金資産合計 2,491百万円

(繰延税金負債)

特別償却準備金 △10百万円

債権債務の相殺消去に伴う
貸倒引当金取崩額

△27百万円

前払年金費用 △2,332百万円

その他 △94百万円

繰延税金負債合計 △2,465百万円

繰延税金資産の純額 26百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 287百万円

未払事業税 251百万円

賞与引当金 1,258百万円

貸倒引当金 180百万円

税務上の繰越欠損金 107百万円

その他 1,137百万円

繰延税金資産小計 3,222百万円

評価性引当額 △525百万円

繰延税金資産合計 2,697百万円

(繰延税金負債)

債権債務の相殺消去に伴う
貸倒引当金取崩額

△136百万円

前払年金費用 △2,629百万円

その他 △20百万円

繰延税金負債合計 △2,785百万円

繰延税金資産の純額 △88百万円

 

平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 ― 繰延税金資産 1,667百万円

固定資産 ― 繰延税金資産 376百万円

流動負債 ― 繰延税金負債 ――

固定負債 ― 繰延税金負債 △2,016百万円
 

平成19年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 ― 繰延税金資産 1,694百万円

固定資産 ― 繰延税金資産 369百万円

流動負債 ― 繰延税金負債 ――

固定負債 ― 繰延税金負債 △2,151百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 0.9

留保金額に対する税額 1.6

住民税均等割額 0.9

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 1.5

留保金額に対する税額 0.1

住民税均等割額 1.7

損金不算入ののれん償却額 4.3

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

給食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セ

グメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

給食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セ

グメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 
  
  前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

該当事項はありません。 



(企業結合等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額  

 
   

 ２ １株当たり当期純利益 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 764円85銭 １株当たり純資産額 822円27銭

１株当たり当期純利益 134円85銭 １株当たり当期純利益 91円69銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度末 

 平成18年３月31日

当連結会計年度末 

 平成19年３月31日

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （百万円) ― 58,872

普通株式に係る純資産額 （百万円) ― 58,872

普通株式の発行済株式数 （千株) ― 71,640

普通株式の自己株式数 (千株) ― 41

1株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数

(千株) ― 71,598

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 （百万円) 9,700 6,565

普通株主に帰属しない金額 （百万円) 45 ―

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 

 利益処分による役員賞与金
（百万円) 45 ―

普通株式に係る当期純利益 （百万円) 9,655 6,565

普通株式の期中平均株式数 (千株) 71,601 71,598



(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 200 200 1.75 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 200 200 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 20,506 21,138

 ２ 受取手形 ※５ 400 354

 ３ 売掛金 18,158 18,099

 ４ 有価証券 2,500 799

 ５ 原材料 946 1,015

 ６ 貯蔵品 515 434

 ７ 前払費用 327 340

 ８ 繰延税金資産 1,452 1,436

 ９ その他 299 178

   貸倒引当金 △17 △ 3

   流動資産合計 45,090 57.3 43,794 52.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 2,485 2,697

    減価償却累計額 800 1,684 928 1,768

  (2) 構築物 97 102

    減価償却累計額 58 38 63 38

  (3) 機械及び装置 23 23

    減価償却累計額 21 1 22 1

  (4) 車両運搬具 387 387

    減価償却累計額 253 133 312 75

  (5) 工具器具備品 752 831

    減価償却累計額 528 224 557 273

  (6） 土地 883 946

   有形固定資産合計 2,965 3.7 3,103 3.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 512 ―

  (2) のれん ― 137

  (3) 借地権 120 120

  (4) ソフトウェア 220 159

  (5) その他 174 174

   無形固定資産合計 1,027 1.3 591 0.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 3,835 5,234

  (2) 関係会社株式 6,444 6,004

  (3）出資金 180 180

  (4) 長期貸付金 362 266

  (5) 関係会社長期貸付金 2,970 3,118

  (6) 破産債権・更生債権等 119 44

  (7) 長期前払費用 11 12

  (8) 長期性定期預金 6,500 11,980

  (9) 金銭信託 2,000 1,000

  (10) 敷金保証金 816 813

  (11) 保険積立金 1,383 1,419

  (12) 前払年金費用 5,760 6,493

  (13) その他 227 388

    貸倒引当金 △264 △ 460

    投資損失引当金 △700 －

   投資その他の資産合計 29,648 37.7 36,497 43.5

   固定資産合計 33,641 42.7 40,192 47.9

   資産合計 78,732 100.0 83,987 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 61 37

 ２ 買掛金 8,942 8,758

 ３ 短期借入金 200 200

 ４ 未払金 2,115 3,244

 ５ 未払費用 3,392 3,427

 ６ 未払法人税等 3,279 2,586

 ７ 未払消費税等 937 774

 ８ 前受金 11 1

 ９ 預り金 188 132

 10 賞与引当金 2,466 2,522

 11 役員賞与引当金 ― 45

 12 その他 3 2

   流動負債合計 21,598 27.4 21,733 25.9

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 199 231

 ２ 繰延税金負債 1,701 1,722

 ３ その他 542 586

   固定負債合計 2,443 3.1 2,540 3.0

   負債合計 24,041 30.5 24,273 28.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 3,971 5.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,463 ―

   資本剰余金合計 4,463 5.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 105 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 31 ―

  (2) 別途積立金 35,430 35,461 ― ―

 ３ 当期未処分利益 10,664 ―

   利益剰余金合計 46,231 58.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 107 0.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２ △82 △0.1 ― ―

   資本合計 54,690 69.5 ― ―

   負債資本合計 78,732 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 3,971 4.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 4,463

  (2) その他資本剰余金 ― ―

    資本剰余金合計 ― ― 4,463 5.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 105

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 42,430

    繰越利益剰余金 ― 8,842

    利益剰余金合計 ― ― 51,377 61.2

 ４ 自己株式 ― ― △83 △0.1

   株主資本合計 ― ― 59,728 71.1

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― △15 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △15 0.0

   純資産合計 ― ― 59,713 71.1

   負債純資産合計 ― ― 83,987 100.0



② 【損益計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 156,319 100.0 156,555 100.0
Ⅱ 売上原価 125,194 80.1 126,986 81.1
   売上総利益 31,124 19.9 29,568 18.9
Ⅲ 販売費及び一般管理費
 １ 保管料 1,188 1,231
 ２ 運送費 3,582 3,926
 ３ 貸倒引当金繰入額 － 4
 ４ 役員報酬 294 334
 ５ 給与手当 3,469 3,688
 ６ 賞与 548 580
 ７ 福利厚生費 803 845
 ８ 賞与引当金繰入額 621 651
 ９ 役員賞与引当金繰入額 － 45
 10 退職給付費用 △344 65
 11 役員退職慰労引当金繰入額 41 51
 12 情報処理料 602 608
 13 地代家賃 963 1,034
 14 租税公課 388 415
 15 消耗品費 202 170
 16 減価償却費 517 154
 17 のれん償却額 ― 374
 18 その他 2,271 15,151 9.7 2,108 16,292 10.4
   営業利益 15,972 10.2 13,275 8.5
Ⅳ 営業外収益
 １ 受取利息 ※１ 50 105
 ２ 有価証券利息 41 81
 ３ 受取配当金 10 18
 ４ 金銭信託運用益 65 71
 ５ 賃貸収入 16 15
 ６ その他 32 215 0.0 90 382 0.3
Ⅴ 営業外費用
 １ 支払利息 2 3
 ２ 貸倒引当金繰入額 165 262
 ３ 投資有価証券評価損 68 －
 ４ デリバティブ評価損 － 119
 ５ 賃貸原価 18 15
 ６ その他 0 254 0.2 0 401 0.3
   経常利益 15,933 10.2 13,257 8.5
Ⅵ 特別利益
 １ 貸倒引当金戻入益 65 8
 ２ 固定資産売却益 ※２ 18 10
 ３ 投資有価証券売却益 11 ―
 ４ 抱合せ株式消滅差益 － 30
 ５ 過去勤務債務償却額 2,085 2,179 1.4 － 48 0.0
Ⅶ 特別損失
 １ 貸倒引当金繰入額 ― 0
 ２ 固定資産除却損 ※３ 22 3
 ３ 固定資産売却損 ※４ ― 0
 ４ 減損損失 ※５ 578 60
 ５ 損害賠償金 42 －
 ６ 支払補償金 － 182
 ７ 投資損失引当金繰入額 700 1,342 0.9 － 247 0.2
   税引前当期純利益 16,770 10.7 13,058 8.3
   法人税、住民税 
   及び事業税

6,050 5,420

   法人税等調整額 1,367 7,417 4.7 119 5,539 3.5
   当期純利益 9,353 6.0 7,518 4.8
   前期繰越利益 2,056 ―
   合併引継未処分利益 149 ―
   自己株式処分差損 0 ―
   中間配当額 895 ―
   当期未処分利益 10,664 ―



売上原価明細書 

 
（脚注） 

 
  
  

前事業年度 当事業年度

（自 平成17年4月1日    
至 平成18年3月31日）

（自 平成18年4月1日    
至 平成19年3月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ 材料費

期首原材料たな卸高 869 946

当期原材料仕入高 51,689 51,170

合    計 52,558 52,116

期末原材料たな卸高 946 1,015

他勘定振替高 ※1 16 14

当期材料費 51,595 41.2 51,086 40.2

Ⅱ 労務費 67,054 53.5 69,410 54.7

Ⅲ 経費 ※2 6,545 5.2 6,489 5.1

売上原価 125,194 100.0 126,986 100.0

前事業年度 当事業年度

（自 平成17年4月1日 （自 平成18年4月1日

  至 平成18年3月31日）  至 平成19年3月31日）

※1 他勘定振替高は見本品費であります。 ※1 他勘定振替高は見本品費であります。

※2 主な内訳は次のとおりであります。 ※2 主な内訳は次のとおりであります。

消耗品費 2,246百万円 消耗品費 2,109百万円

水道光熱費 1,094百万円 水道光熱費 1,073百万円

リース料 708百万円 リース料 732百万円

地代家賃 584百万円 地代家賃 543百万円

情報処理料 331百万円 情報処理料 355百万円



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

   （利益処分計算書） 

 
（注）日付は株主総会承認日であります。 

  

前事業年度
(平成18年6月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 10,664

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金取崩額 15 15

   合 計 10,680

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 1,252

 ２ 役員賞与金 45

    （うち、監査役賞与金） （―）

 ３ 任意積立金

   別途積立金 7,000 8,297

Ⅳ 次期繰越利益 2,382



次へ 

 （株主資本等変動計算書） 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益準

備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高 

            (百万円)
3,971 4,463 － 4,463 105 31 35,430 10,664 46,231 △82 54,583

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） － － － － － － － △1,252 △1,252 － △1,252

 剰余金の配当 － － － － － － － △1,073 △1,073 － △1,073

 役員賞与（注） － － － － － － － △45 △45 － △45

 特別償却準備金取崩（注） － － － － － △15 － 15 － － －

 特別償却準備金取崩 － － － － － △15 － 15 － － －

  別途積立金の積立（注） － － － － － － 7,000 △7,000 － － －

 当期純利益 － － － － － － － 7,518 7,518 － 7,518

 自己株式の取得 － － － － － － － － － △1 △1

 自己株式の処分 － － － － － － － △0 △0 0 0

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額 

 (純額)
－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 

          (百万円)
－  －   －  －  －  △31 7,000 △1,822 5,146 △1 5,145

平成19年３月31日残高 

           (百万円)
3,971 4,463 －  4,463 105 －  42,430 8,842 51,377 △83 59,728

評価・換算差額等

純資産合

計

その他 

有価証

券評価

差額金

評価・換

算差額等

合計

平成18年３月31日残高 
           (百万円)

107 107 54,690

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） － － △1,252

 剰余金の配当 － － △1,073

 役員賞与（注） － － △45

 特別償却準備金取崩（注） － － －

 特別償却準備金取崩 － － －

 別途積立金の積立（注） － － －

 当期純利益 － － 7,518

 自己株式の取得 － － △1

 自己株式の処分 － － 0

 株主資本以外の項目の 

  事業年度中の変動額 

  (純額)

△122 △122 △122

事業年度中の変動額合計 

            (百万円)
△122 △122 5,022

平成19年３月31日残高 

            (百万円)
△15 △15 59,713



重要な会計方針 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法(金銭信託を構

成する有価証券を含む）

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式

総平均法による原価法

(2) 子会社株式

同左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

時価のないもの 

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法
     ――――――――

デリバティブ

 時価法

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

原材料及び貯蔵品 

 最終仕入原価法

原材料及び貯蔵品 

       同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得
した建物(建物附属設備を除く。)に
ついては定額法を採用しておりま
す。
なお、耐用年数及び残存価額につい
ては、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産 

① 営業権については、５年間均等 

 償却 

 

(2) 無形固定資産 

① のれんについてはその効果が 

 及ぶ期間にわたり、定額法によ 

 り償却しております。

② ソフトウェア(自社利用分)につ 

 いては、社内における利用可能期 

 間(５年)に基づく定額法

②       同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、
将来の支給見込額に基づく当期負担
額を計上しております。

同左

（3）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事
業年度における支給見込額に基づき計
上しております。

―――――――――――

（会計方針の変更）
当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計基準第4号）
を適用しております。
これにより営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益はそれぞれ45百万円減
少しております。



次へ 

 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しておりま
す。  
 数理計算上の差異は、その発生した
事業年度に全額費用処理しておりま
す。  
 
（会計方針の変更）  
 当期から「『退職給付に係る会計基
準』の一部改正」（企業会計基準第3号
平成17年3月16日）及び「『退職給付に
係る会計基準』の一部改正に関する適
用指針」（企業会計基準適用指針第7号
平成17年3月16日）を適用しておりま
す。これに伴い、期首に過去勤務債務
に振り替えた前期末の未認識年金資産
2,085百万円は、当期に一括償却し特別
利益に計上しております。また、企業
会計基準第3号の適用により当期末に発
生した数理計算上の差異2,035百万円
は、退職給付費用から控除しておりま
す。この結果、営業利益及び経常利益
は2,035百万円、税引前当期純利益は、
4,120百万円それぞれ増加しておりま
す。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しておりま
す。  
 数理計算上の差異は、その発生した
事業年度に全額費用処理しておりま
す。 

 
 
 
 
      ――――――

(5) 役員退職慰労引当金

 役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。
（6）投資損失引当金
 投資に対する損失に備えるため、子
会社等の財政状態等を勘案して必要と
認められる額を計上しております。 
 
 
（会計方針の変更） 
 当事業年度より「投資損失引当金」
を計上しております。この変更は、投
資先である子会社等の財政状態の悪化
を適時に当社の投資勘定に反映させ、
財務内容の健全化を図るために行った
ものであります。この変更に伴い、従
来の方法によった場合と比較して税引
前当期純利益は700百万円少なく計上さ
れております。なお、この変更につい
ては、Ｍ＆Ａにより子会社等への投資
額が増加したこと、及び下期において
子会社等の事業計画の見直しがなさ
れ、昨今の給食事業の状況に鑑みる
と、事業計画の達成に不確定な要素が
含まれていることを反映して行われた
ものであり、当該変更により、中間財
務諸表に与える影響はありません。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

（6）投資損失引当金
投資に対する損失に備えるため、子

会社等の財政状態等を勘案して必要と
認められる額を計上することとしてお
ります。なお、当事業年度末において
残高はありません。
 

     

――――――

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

前事業年度 当事業年度

(自 平成17年４月１日    (自 平成18年４月１日
至 平成18年３月31日)  至 平成19年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9
日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第6号）を適用しております。

―――――――――

 これにより税引前当期純利益が578百万円減少して
おります。なお、減損損失累計額については、改正
後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から
直接控除しております。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

     

――――――――――――

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業
会計基準適用指針第8号）を適用しております。これ
までの資本の部の合計に相当する金額は59,713百万
円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の
部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正
後の財務諸表等規則により作成しております。 
 
（企業結合に係る会計基準等） 
 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企
業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月27日 企業会計基準第7号）並びに「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月
22日 企業会計基準適用指針第10号）を適用してお
ります。

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正）

当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委
員会 最終改正平成18年8月11日 企業会計基準第1
号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年8月11日 企業会計基準適用指針第2
号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

なお、財務諸表等規則の改正による貸借対照表の
表示に関する変更は以下のとおりであります。

前事業年度において資本に対する控除項目として
「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株
式」は、当事業年度から株主資本に対する控除項目
として「株主資本」の末尾に表示しております。
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表示方法の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――  
 

（貸借対照表）
前事業年度において、営業権として掲記されていたも

のは、当事業年度よりのれんと表示しております。
（損益計算書）

前事業年度において、減価償却費に含めていた営業権
の減価償却額は当事業年度よりのれん償却額と表示して
おります。
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 授権株式数等 

 会社が発行する株式の種類及び総数 

    普通株式  286,560千株 

 発行済株式の種類及び総数 

    普通株式    71,640千株

※1 

 

           ―――――――――― 

 

 

※２ 自己株式の種類及び総数  
     普通株式     40千株

※２  
         ――――――――――  
 

 ３ 保証債務 

 取引先である下記の病院の金融機関からの借入金に対

し保証を行っております。

医療法人 清風会 50 百万円

医療法人 弘心会 464 百万円

合計 515 百万円

 ３ 保証債務 

 取引先である下記の病院の金融機関からの借入金に対

し保証を行っております。

医療法人 清風会 43 百万円

医療法人 弘心会 408 百万円

合計 451 百万円

 ４ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が107百万円増

加しております。 

  なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

 規定により配当に充当することが制限されておりま

す。

 ４  

 

        ―――――――――――

※５ 期末日満期手形の会計処理 

――――――――――――  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、当期

末残高に含まれております。

受取手形 25 百万円

支払手形 12 百万円



  

(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含  
   まれております。

※１ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含  
   まれております。

受取利息 30百万円 受取利息 54百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

    建物 17百万円    工具器具備品 0百万円

    車両運搬具  0百万円    その他 10百万円

    工具器具備品  0百万円    合   計 10百万円

    合   計 18百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

    建物 17百万円    建物 0百万円

    車両運搬具  0百万円    工具器具備品 2百万円

    工具器具備品 4百万円    合   計 3百万円

    合   計 22百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

―――――――――    その他 0百万円

※５ 減損損失 ※５ 減損損失

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計
上しました。

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計
上しました。

（1）減損損失を認識した主な資産 （1）減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類 場所 用途 種類

栃木県大田原市 レストラン店舗 建物 他 高知県高岡郡、その他 給食設備 リース資産 他

埼玉県さいたま市 給食設備 土地及び建物 他

その他 給食設備 工具器具備品 他

(2)減損損失に至った経緯 (2)減損損失に至った経緯 
 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスの事
業所の資産グループについては、その収益性が当初
の予想よりも低下しているため、その帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし
て特別損失に計上しております。

同左

 

(3)減損損失の金額

建物 481百万円

機械及び装置 5百万円

車両運搬具 18百万円

工具器具備品 20百万円

土地 38百万円

その他 14百万円

計 578百万円  

(3)減損損失の金額

車両運搬具 2百万円

工具器具備品 1百万円

その他 56百万円

計 60百万円

(4)資産のグルーピングの方法 (4)資産のグルーピングの方法 
 減損損失を認識した資産グループは事業用資産で
あり、原則として事業所を単位としてグルーピング
しております。 

同左

(5)回収可能価額の算定方法  (5)回収可能価額の算定方法  
 事業用資産については、原則として使用価値によ
り測定しており、将来キャッシュ・フローを7.1％
で割り引いて算定しております。

同左
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(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加    1,350株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の売渡請求による減少    400株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 40,650 1,350 400 41,600



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額 

(百万円)

車両運搬具 2,065 910 ― 1,154

工具器具備品 1,212 535 11 666

合計 3,277 1,445 11 1,820

 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額 

(百万円)

車両運搬具 2,063 1,211 50 801

工具器具備品 1,287 666 15 605

合計 3,351 1,878 65 1,406

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 649百万円

１年超 1,219百万円

合計 1,869百万円

リース資産減損勘定の残高 8百万円

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 626百万円

１年超 879百万円

合計 1,506百万円

リース資産減損勘定の残高 60百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 692百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4百万円

減価償却費相当額 650百万円

支払利息相当額 44百万円

減損損失 12百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 723百万円

リース資産減損勘定の取崩額 5百万円

減価償却費相当額 683百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 56百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度（平成18年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度（平成19年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸主側)

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

(貸主側)

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

 

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

車両運搬具 1,550 732 817

工具器具備品 345 114 231

合計 1,895 846 1,048

 

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

車両運搬具 1,493 970 522

工具器具備品 361 175 185

合計 1,854 1,145 708

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 369百万円

１年超 719百万円

合計 1,088百万円
 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 346百万円

１年超 392百万円

合計 738百万円

 

③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 409百万円

減価償却費 359百万円

受取利息相当額 57百万円
 

③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 415百万円

減価償却費 380百万円

受取利息相当額 32百万円

④利息相当額の算定方法

リース料総額と見積残存価額の合計からリース物

件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっており

ます。

④利息相当額の算定方法

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

未払事業税否認 248百万円

賞与引当金否認 998百万円

その他 919百万円

繰延税金資産合計 2,166百万円

(繰延税金負債)

特別償却準備金 △10百万円

前払年金費用 △2,332百万円

その他 △72百万円

繰延税金負債合計 △2,416百万円

繰延税金資産の純額 △249百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

未払事業税 234百万円

賞与引当金 1,021百万円

その他 1,087百万円

繰延税金資産合計 2,343百万円

(繰延税金負債)

前払年金費用 △2,629百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △2,629百万円

繰延税金資産の純額 △286百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 1.0

留保金額に対する税額 1.5

住民税均等割額 0.7

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 1.4

留保金額に対する税額 ―

住民税均等割額 0.9

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.4％



(企業結合等関係) 

当事業年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日） 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 



(１株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額  

 
  

  

  

  ２ １株当たり当期純利益 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 763円22銭 １株当たり純資産額 834円01銭

１株当たり当期純利益 130円00銭 １株当たり当期純利益 105円01銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度

 平成18年３月31日
当事業年度 

 平成19年３月31日

貸借対照表の純資産の部の合計額 （百万円) ― 59,713

普通株式に係る純資産額 （百万円) ― 59,713

普通株式の発行済株式 （千株) ― 71,640

普通株式の自己株式数 (千株) ― 41

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) ― 71,598

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 （百万円） 9,353 7,518

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 45 ―

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 

 利益処分による役員賞与金
（百万円） 45 ―

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 9,308 7,518

普通株式の期中平均株式数 (千株) 71,601 71,598



前へ 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  【株式】 

 
  

  【債券】 

 
  

 【その他】 

銘柄 株式数(株）
貸借対照表計上額 

（百万円）

 
投資有価証券 

 

 
その他有価証券 

 

エヌ・アイ・エフ・ベンチャーズ㈱ 300 93

㈱みずほフィナンシャルグループ第十一回
第十一種優先株式

500 500

アイング株式会社 400,000 500

小 計 400,800 1,093

計 400,800 1,093

銘柄
券面総額 

(百万円）

貸借対照表

計上額 

（百万円）

有価証券 満期保有目的の債券

52号利付商工債3年 500 500

三井住友海上保険第1回無担保社債 300 299

小 計 800 799

投資有価証券

満期保有目的の債券

利付あおぞら債3年38回 300 300

リバースフローター・マルチコーラブル債 700 700

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ第9回無担保社債 1,000 1,000

小計 2,000 2,000

その他有価証券

メリルリンチ米ドル・円為替連動ターゲット償還型債券 1,000 918

メリルリンチ米ドル・円為替レート連動クーポン付き債
券

1,000 951

小 計 2,000 1,869

計 4,800 4,669

種類及び銘柄
投資口数等

（ロ）

貸借対照表

計上額 

（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

（証券投資信託の受益証券） 

UFJパートナーズスタイルセレクト・ブレンド  

ファンド/潮流

2,000 21

(投資事業有限責任組合出資金）             
投資事業有限責任組合エヌアイエフ日米欧ブリッジ 
ファンド

5 249

小 計 2,005 271

計 2,005 271



【有形固定資産等明細表】 

 
 (注)1.当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

   2.平成18年10月1日付、東北メディカルサービス株式会社を合併したことに伴い増加した資産内容及び金額は 
  次の通りであります。 

 
 4.前事業年度において、「営業権」として掲記されたものは、当事業年度から「のれん」と表示しておりま

す。 

資産の種類
前期末残高 
（百万円）

当期増加額 
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累 
計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円）

差引当期末
残高 

（百万円）

有形固定資産

 建物 2,485 218 6 2,697 928 133 1,768

 構築物 97 5 ― 102 63 5 38

 機械及び装置 23 ― ― 23 22 0 1

 車両運搬具 387 2 2 387 312 58 75

(2)

 工具器具備品 752 128 49 831 557 74 273

(1)

 土 地 883 63 ― 946 ― ― 946

有形固定資産計 4,628 418 58 4,988 1,884 273 3,103

(3)

無形固定資産

 のれん 1,872 ― ― 1,872 1,734 374 137

 借地権 120 ― ― 120 ― ― 120

 ソフトウェア 838 30 0 867 708 91 159

(0)

 その他 175 0 ― 176 1 0 174

無形固定資産計 3,006 30 0 3,036 2,445 465 591

(0)

長期前払費用 11 8 8 12 ― ― 12

繰延資産

― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

資産の種類 内容 金額(百万円）

建物 仙台市立、日赤外来食堂設備 1

工具器具備品 仙台市立、日赤外来食堂厨房機器 0

電話加入権 電話利用権 0

 3.主要な増加資産の内訳及び金額は、次の通りであります。

資産の種類 内容 金額(百万円）

建物 ヘルスケアフードサービスセンター米子 176

工具器具備品 ヘルスケアフードサービスセンター米子 110

土地 ヘルスケアフードサービスセンター米子 63

ソフトウェア ヘルスケアフードサービスセンター米子 11



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち27百万円は一般債権の貸倒実績率及び貸倒懸念債権の回収可能性の

検討による洗替額であり、27百万円は貸倒懸念債権の回収によるものであります。 

  

区分
前期末残高 
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
(目的使用) 
（百万円）

当期減少額
(その他) 
（百万円）

当期末残高 
（百万円）

貸倒引当金 281 314 77 55 463

投資損失引当金 700 ― 700 ― ―

賞与引当金 2,466 2,522 2,466 ― 2,522

役員賞与引当金 ― 45 ― ― 45

役員退職慰労引当金 199 51 20 ― 231



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

 
  

区分 金額(百万円)

現金 117

預金

当座預金 20,240

普通預金 777

別段預金 1

計 21,020

郵便貯金 0

合計 21,138

相手先 金額(百万円)

医療法人社団 豊永会 99

財団法人 温知会 93

医療法人社団 同仁会彦根中央病院 61

医療法人 竜王会小澤病院 30

医療法人 朋愛会 老人保健施設 ベルフラワー 16

その他 53

合計 354

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 51

  〃  ５月 〃 115

  〃  ６月 〃 50

  〃  ７月 〃 79

  〃  ８月 〃 57

合計 354



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等を含めて表示しております。 

  

ニ 原材料 
  

 
  

ホ 貯蔵品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

日化産業株式会社 182

医療法人社団 清順堂ためなが温泉病院 76

医療法人財団友朋会嬉野温泉病院 64

医療法人 恒昭会藍野病院 63

医療法人社団 圭春会 小張総合病院 57

その他 17,656

合計 18,099

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

18,158 164,382 164,442 18,099 90.1 40.3

品目 金額(百万円)

本社在庫

魚介類 83

乾物・調味料 71

肉類 35

米穀類 6

その他 156

事業所在庫 661

合計 1,015

品目 金額(百万円)

売却用運搬具 377

食器 26

その他 29

合計 434



  ヘ 関係会社株式 

  

 
  

 ト 長期性定期預金                   

 
  

  チ 前払年金費用                  

 
  

  ② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

 
(ロ)期日別内訳 

 
  

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

一冨士フードサービス株式会社 5,000

アイビス株式会社 734

株式会社高南メディカル 270

合計 6,004

相手先 金額(百万円)

株式会社 みずほ銀行 4,800

株式会社 三井住友銀行 6,580

株式会社 南都銀行 600

合計 11,980

項目 金額(百万円)

確定給付型企業年金に係る前払年金費用 6,493

合計 6,493

相手先 金額(百万円)

株式会社アプロンワールド 30

株式会社ノリタケテーブルウェア 6

合計 37

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 12

  〃  ５月 〃 18

  〃  ７月 〃 6

合計 37



ロ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

伊藤忠商事株式会社 662

旭化成ファーマ株式会社 283

東岸和田冷蔵株式会社 131

株式会社 菱食 130

メイトーフーズサービス株式会社 113

その他 7,437

合計 8,758



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当社定款の定めにより、当社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未 

    満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

（1）会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利 

 （2）会社法第１６６条第１項の規定による請求をする権利 

 （3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける 

    権利 

  （4）単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式の数と併せて、単元株式数とな 

    る数の株式を売り渡すことを請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

    株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

    同事務取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  同事務取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

 株券喪失登録 

  株券喪失登録申請料 1件につき9,030円

  株券登録料 1件につき525円

単元未満株式の買取り・売渡し

    株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

    同事務取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  同事務取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

(1)親会社等の名称、株式の所有者別状況、大株主の状況及び役員の状況 

①親会社等の名称 ワタキューセイモア株式会社  

  

②株式の所有者別状況  

 
（注）比率については、表示単位未満を切り捨てにて記載いたしております。 

  

③大株主の状況  

 
（注）比率については、表示単位未満を切り捨てにて記載いたしております。 

（平成19年３月31日現在）

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共

団体

金融 
機関

証券 
会社

その他 
の法人

外国法人等 個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 

（人）
- - - 7 - - 58 65 -

所有株式数 

（株）
- - - 40,860 - - 56,140 97,000 -

所有株式数 

の割合 

（%）
- - - 42.12 - - 57.87 100.00 -

(平成19年３月31日現在）

氏名又は名称 住     所 所有株式数(株)
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱清和 京都府綴喜郡井手町大字多賀小字茶臼塚12番地2 25,460 26.24

村田清和 京都府綴喜郡井手町 11,795 12.15

伊藤忠商事㈱ 東京都港区北青山2丁目5番1号 10,000 10.30

ワタキューセイモア従業員持株会 京都府綴喜郡井手町大字多賀小字茶臼塚12番地2 8,569 8.83

村田秀太郎 京都府綴喜郡井手町 4,427 4.56

綿久エンジニアリング㈱ 京都府綴喜郡井手町大字多賀小字茶臼塚12番地2 4,000 4.12

柳本孝一郎 京都府相楽郡加茂町 2,536 2.61

村田憲彦 佐賀県小城市 2,500 2.57

村田士郎 東京都港区 1,937 1.99

鳥井健次 北海道小樽市 1,764 1.81

計 － 72,988 75.24



④役員の状況  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株)

取締役  

会長   

(代表取締役)

― 村田秀太郎 昭和7年10月2日生

昭和25年 2月 綿久製綿㈱（現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 4,427

昭和30年 8月 同社取締役就任

昭和37年 7月 綿久寝具㈱（現ワタキューセイモア㈱）

常務取締役就任

昭和43年 3月 同社常務取締役兼九州支店長就任

昭和47年 9月 当社常務取締役就任

昭和56年 9月 綿久寝具㈱（現ワタキューセイモア㈱） 

代表取締役社長就任

当社代表取締役社長就任

平成８年 5月 当社代表取締役会長就任

平成９年 8月 当社取締役相談役就任

平成９年 9月 ワタキューセイモア㈱

代表取締役会長就任（現任）

平成12年 3月 当社取締役就任

取締役  

社長   

(代表取締役)

― 安道光二 昭和16年11月5日生

昭和32年 3月 綿久製綿㈱（現ワタキューセイモア㈱）入社

（注）６ 495

昭和37年 7月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)に移籍

昭和55年 8月 同社取締役 東北支店長就任

当社取締役就任

平成７年 9月 ワタキューセイモア㈱常務取締役

兼東北支店長就任

平成９年 8月 同社代表取締役社長就任（現任）

当社代表取締役社長就任

平成12年 3月 当社取締役就任

平成17年 4月 当社代表取締役社長就任

     11月 当社取締役副会長就任（現任）

取締役  

副社長
九州支社長 村田弘志 昭和18年11月24日生

昭和42年 3月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 1,736

昭和56年 9月 同社取締役就任

当社取締役就任

昭和59年 9月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)取締役

兼九州支店長就任

平成７年 9月 ワタキューセイモア㈱常務取締役

兼九州支店長就任

平成９年 8月 同社取締役副社長兼西日本営業本部長就任

当社取締役副社長就任

平成11年7月 ワタキューセイモア㈱取締役副社長

兼購買本部長就任

平成13年 7月 同社取締役副社長兼購買本部長

兼九州支社長就任

平成16年 7月 同社取締役副社長兼九州支社長（現任）

常務   

取締役

関連会社 

管理本部

長・法 審

監査室長

鈴木臣道 昭和16年1月24日生

昭和31年 4月 綿久製綿㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ ―

昭和42年 2月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)に移籍

昭和61年 9月 同社本社資材部長就任

平成５年 7月 ワタキューセイモア㈱近畿支店長就任

平成７年 9月 同社取締役兼近畿支店長就任

平成13年 7月 同社常務取締役

兼関連会社管理本部長就任

平成18年 7月 同社常務取締役兼関連会社管理本部長兼法審

監査室長（現任）

常務   

取締役
財務本部長 大西且祐 昭和17年1月14日生

昭和36年 3月 綿久製綿㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 754

昭和42年 2月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)に移籍

昭和50年 7月 同社近畿支店営業部長就任

昭和61年 7月 同社東京支店次長就任

平成７年 9月 同社取締役兼東京支店長就任

平成13年 7月 同社常務取締役兼財務本部長就任（現任）

取締役
総務人事 

本部長
安立敏幸 昭和13年10月19日生

昭和48年11月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱）入社

（注）６ ―

同社東北支店次長就任

平成９年 7月 ワタキューセイモア㈱東北支店長就任

平成９年 9月 同社取締役兼東北支店長就任

平成13年 7月 同社取締役兼生産本部長就任

平成16年 7月 同社取締役兼総務人事本部長就任（現任）



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株)

取締役 内部統制室長 佐藤芳光 昭和15年4月3日生

昭和42年 6月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ ―

昭和46年 3月 同社八戸営業所長就任

平成９年 7月 ワタキューセイモア㈱北海道支店長就任

平成９年 9月 同社取締役兼北海道支店長就任

平成13年 7月 同社取締役兼法審監査室長就任

平成18年 7月 同社取締役兼内部統制室長就任

平成19年 3月 同社取締役兼内部統制室長兼財務本部長代理就

任（現任）

取締役 会長社長室長 中島征夫 昭和18年3月31日生

昭和41年 3月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 36

昭和51年 7月 当社に出向

昭和60年 9月 当社近畿支店長就任

昭和63年12月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)に復帰

同社近畿支店営業部長代理就任

平成10年 7月 ワタキューセイモア㈱近畿支店次長就任

平成12年 9月 同社取締役兼近畿支店次長就任

平成13年 7月 同社取締役兼会長社長室長就任（現任）

取締役 営業本部長 達川 勲 昭和17年8月8日生

昭和42年10月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ ―

昭和56年 5月 ㈱新潟県厚生事業協同公社に出向

同社取締役就任

平成４年 8月 同社常務取締役就任

平成９年 7月 ワタキューセイモア㈱に復帰

同社名古屋支店長就任

平成12年 9月 同社取締役兼名古屋支店長就任

平成13年 7月 同社取締役兼営業本部副本部長就任

平成14年 7月 同社取締役兼営業本部長就任（現任）

取締役
営業本部 

副本部長
高佐宣佳 昭和21年4月29日生

昭和40年 5月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 100

平成元年 7月 綿久リネン㈱に出向

同社東京支店長就任

平成元年11月 Watakyu Linen(Guam)Co.,Ltd.に出向

同社副社長就任

平成７年 7月 ワタキューセイモア㈱に復帰

同社九州支店南九州営業所長就任

平成12年 1月 同社九州支店長就任

平成13年 7月 同社東京支店長就任

平成16年 9月 同社取締役兼東京支店長就任

平成17年 4月 同社取締役兼営業本部副本部長就任（現任）

取締役 ― 塩原丈夫 昭和20年9月22日生

昭和48年 9月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱）入社

（注）６ ―

平成６年 4月 ワタキューセイモア㈱ 

 名古屋支店長野営業所長就任

平成８年10月 同社名古屋支店次長就任

平成13年 7月 同社名古屋支店長就任

平成16年 9月 同社取締役兼名古屋支店長就任

平成17年 4月 同社取締役兼医療法人昭友会本部長就任（現

任）

取締役 ― 村田清和 昭和28年12月1日生

昭和51年 3月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）６ 11,795

昭和56年 9月 同社取締役就任

当社取締役

平成元年 4月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)取締役

兼秋田営業所長就任

平成７年10月 ワタキューセイモア㈱取締役

兼ホームケア部門長就任

平成９年 8月 

 

同社取締役副社長兼ホームケア事業本部長 

就任

平成13年 2月 同社取締役副社長就任

㈱ハートウェル代表取締役社長就任

平成13年 7月 ワタキューセイモア㈱取締役副社長

兼総務人事本部長就任

平成16年 7月 同社取締役就任（現任）

平成17年11月 当社代表取締役社長就任（現任）

   ㈱ハートウェル取締役会長就任（現任）



 

 
  

(2)親会社等の最近事業年度末における計算書類等  

当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書の記
載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書及び会計監査人の監査
報告書も添付しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数

(株)

取締役 ― 間裕治 昭和26年7月22日生

昭和49年 4月 伊藤忠商事㈱入社

（注）６ ―

平成17年 4月 同社ブランドマーケティング第2部門

ライフスタイル部長

     9月 ワタキューセイモア㈱取締役就任（現任）

平成19年 4月 同社ブランドマーケティング第2部門

部門長代行（現任）

常勤  

監査役
― 市場重隆 昭和23年6月18日生

昭和46年 4月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）７ 540

昭和63年 7月 綿久リネンに出向

同社中国支店松山工場へ転勤

平成5年 7月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)に復帰

同社本社資材部長

平成13年 7月 同社購買本部資材部長

平成15年 7月 同社財務本部資材部長

平成18年 1月 同社監査役就任（現任）

監査役 ― 村田孝子 昭和18年5月18日生

昭和38年 9月 綿久寝具㈱(現ワタキューセイモア㈱)入社

（注）７ 1,594
昭和43年11月 同社東京支店に転勤

昭和43年11月 同社退職

平成17年 9月 同社監査役就任（現任）

監査役 ― 田宮甫 昭和8年10月22日生

昭和30年10月 司法試験合格

（注）７ ―
昭和33年 4月 弁護士登録

田宮合同法律事務所開設（現任）

平成15年 9月 ワタキューセイモア㈱監査役就任（現任）

監査役 ― 奥村正 昭和12年1月19日生

昭和30年 4月 第一銀行（現・みずほ銀行、みずほコーポ 

レート銀行）入行

（注）７ ―

昭和47年12月 第一勧業銀行（現・みずほ銀行、みずほコー 

ポレート銀行）退職 （最終職歴 大阪支店 

副参事）

昭和48年 1月 奥村製鑵㈱ 入社 

同社常務取締役

平成13年 8月 同社監査役

平成17年 8月 同社顧問(現任）

平成18年 1月 ワタキューセイモア㈱監査役就任（現任）

計 21,477

（注）１．取締役村田清和は、代表取締役社長安道光二の義弟であります。

２．取締役高佐宣佳は、取締役村田清和の義兄であります。

３．監査役村田孝子は、取締役副社長村田弘志の配偶者であります。

４．取締役間裕治は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

５．監査役の田宮甫及び奥村正は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

６．取締役の任期は、平成18年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７．監査役の任期は、平成18年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年6月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 



２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第34期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第35期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月22日関東財務局長に

提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

 
平成18年６月29日

日清医療食品株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日清医療食品株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私

たち監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日清医療食品株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報  

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当連結会計年度より

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第3号 平成17年3月16日)及び「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第7号 平成17年3月16日)

が適用されることとなるため、これらの会計基準により連結財務諸表を作成している。  

 ２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号)が適用されることとなるため、これらの会計基準により連結財務諸表を作成

している。  

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関  

 係はない。 
以 上 

  

 
  

清 友 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  岡  彰  信  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田     司  ㊞

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  潮  来  克  士  ㊞

指定社員  
業務執行社員

公認会計士  斎  藤     昇  ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
平成19年６月28日

日清医療食品株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日清医療食品株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私

たち監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日清医療食品株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上 
  

 
  

清 友 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  岡  彰  信  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田     司  ㊞

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  潮  来  克  士  ㊞

指定社員  
業務執行社員

公認会計士  斎  藤     昇  ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
平成18年６月29日

日清医療食品株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日清医療食品株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第34期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日清医療食品株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な会計方針に記載のとおり、会社は当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」

(企業会計基準第3号 平成17年3月16日)及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第7号 平成17年3月16日)が適用されることとなるため、これらの会計

基準により財務諸表を作成している。  

２．重要な会計方針に記載のとおり、会社は当事業年度より投資損失引当金を計上している。 

３．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第6号)が適用されることとなるため、これらの会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関   

 係はない。 
以 上 

 
  

清 友 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  岡  彰  信  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田     司  ㊞

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  潮  来  克  士  ㊞

指定社員  
業務執行社員

公認会計士  斎  藤     昇  ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 
平成19年６月28日

日清医療食品株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

私たち監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日清医療食品株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第35期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日清医療食品株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 
  

清 友 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  岡  彰  信  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  和  田     司  ㊞

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  潮  来  克  士  ㊞

指定社員  
業務執行社員

公認会計士  斎  藤     昇  ㊞

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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